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1  計画の目的と内容 
 

1－1  計画の目的 

本町の公共施設のうち建築物は 1970 年代及び 1990 年代にその多くが建設されており、今

後、大規模修繕や更新期を迎え多大な財政負担が生じることが予想される。一方、高齢化と

人口減少が進み、財政状況がいっそう深刻化することが予見され、将来は必要性の高い公共

施設も良好な状態を保てなくなる恐れが生じる。 

そのため、来るべき将来に備え、多様化・高度化する町民ニーズに対応し、豊かさとゆと

りを実感できる、持続可能な地域社会を築きあげていくため、公共施設の更新・統合・廃止

等の方針を定め、計画的な公共施設のマネジメントを実施していく必要がある。 

本計画は、公共施設マネジメントの第一歩として、町有公共施設の現況を把握し、公共施

設の適正管理に関する基本的な考え方を示すものである。 

 

1－2  計画の期間 

2040年までを計画期間とする。 

ただし計画期間中も情勢の変化に応じて、適宜計画の見直しを実施する。 

 

1－3  計画の構成内容 

(1) 町の概況整理 

町勢状況（人口動態、財政状況等）や公共施設等のあり方に関連する上位計画・関連計

画等について整理している。 

 

(2)  公共施設の実態把握 

町の資料整理や「施設管理者向けアンケート調査」「現地調査」を実施することで、町有

施設（公共建築物）の実態把握を行った。 

実態把握の項目は、建物の築年数や劣化状況などのほか、利用者数や未利用空間などの

利用状況、施設維持管理にかかるコスト状況といった多面的な情報整理を行っている。 

①施設管理者向けアンケート調査 

既存資料から施設概況を整理したうえで、施設管理者に対し、施設実態について問う「施

設管理者向けアンケート調査」を実施した。 

②現地調査 

建物劣化の課題が大きい施設などを対象に選定し、現地調査で構造体や設備の著しい劣

化状況を目視判断した。 
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(3)  維持管理コストの算出 

町有施設（建築物）について、総務省の既往調査における推計方法等を参考にしながら、

長期的な修繕費や管理費用を年次別に概略算出することで、現有施設を維持した場合の維

持管理コストの見通しを示している。 

また、建築物以外の道路や橋梁などのインフラ施設についても、総務省の既往調査での

推計方法を参考に、将来の維持管理費用を整理し、建築物とインフラ施設を合わせた公共

施設全体の維持管理費用見通しを示している。 

 

(4)  公共施設についての基本方針 

公共施設の実態を踏まえた上で、公共施設の適正管理に関する基本的な考え方として、

「総量削減目標」「統廃合」などの方針を示している。 

また、総量削減目標の実現に向けた個々の施設の統廃合方針についても提案している。 

 

(5)  まちづくり基本構想（案） 

施設の統廃合や更新など将来の公共施設配置の姿のうち、まちづくりの中核となる施設

について施設再整備プランを提案している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 計画の構成イメージ 

 

（１）町の概況整理

（２）公共施設の実態把握

施設管理者アンケート等
による実態把握

（３）維持管理コストの算出

（４）公共施設についての基本方針

（５）まちづくり基本構想

中核施設の将来像の具体プラン

人口見通し・財政動向
公共施設に関する上位計画等の整理
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2  小清水町の概況 

2－1  小清水町の人口 

2－1－1  町の人口推移 

小清水町の人口は減少傾向にあり、1980 年には約 7,800 人だった人口が 2010 年現在では

約 5,400 人となり、国立社会保障・人口問題研究所の人口推計結果によると、2040 年には約

3,300 人まで減少すると見込まれている。 

また、少子高齢化が進行し、2010 年には約 3,000 人の生産年齢人口だったものが、2040

年には約半分の約 1,500 人になると見込まれている。 

 

表 2-1 年齢３階層別人口の推移と予測 

西暦年 人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口 年齢不詳 

1980年 7,836 1,797 5,256 783 - 

1985年 7,347 1,556 4,881 910 - 

1990年 6,758 1,300 4,414 1,044 - 

1995年 6,422 1,074 4,058 1,290 - 

2000年 6,126 902 3,717 1,506 1 

2005年 5,753 691 3,379 1,683 - 

2010年 5,358 630 3,025 1,703 - 

2015年 5,010 551 2,641 1,818 - 

2020年 4,675 493 2,342 1,840 - 

2025年 4,333 425 2,119 1,789 - 

2030年 3,989 376 1,884 1,729 - 

2035年 3,659 341 1,720 1,598 - 

2040年 3,335 314 1,524 1,497 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 年齢３階層別人口の推移と予測 

資料：（実績値）国勢調査人口確定値  （合計人口に年齢不詳を含む） 

（予測値）国立社会保障・人口問題研究所推計（平成 25 年 3 月推計、中位推計） 
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2－1－2  地区別人口の推移と予測 

2000 年と 2010 年の地区別年齢階層別男女別人口（国勢調査、小地域統計人口）をもとに

コーホート変化率法により地区別の将来人口を推計した。なお、町の総人口が、国立社会保

障・人口問題研究所の推計と一致するよう全体補正を行っている。 

 

表 2-2 地区別将来人口の見通し 

   年 次  変化率 

   2010年 2020年 2030年 2040年 2040年 

／2010年 

小清水町 5,358 4,675 3,989 3,335 62.2%

 字小清水 2,881 2,615 2,298 2,027 70.4%

  １区桜ケ丘 85 38 16 6 7.1%

  １区 256 213 174 140 54.7%

  ２区 284 233 182 144 50.7%

  ３区 148 129 109 88 59.5%

  ４区 182 177 143 122 67.0%

  ５区 237 209 179 146 61.6%

  ６区 190 160 128 92 48.4%

  ７区川東 170 157 145 121 71.2%

  ７区 146 123 101 83 56.8%

  ８区北 256 252 225 190 74.2%

  ９区北 300 308 296 281 93.7%

  １０区 193 201 204 204 105.7%

  １１区 179 203 221 280 156.4%

  ８区南 154 138 120 91 59.1%

  ９区南 101 74 55 39 38.6%

 字止別 384 291 218 156 40.6%

 字浜小清水 371 309 249 193 52.0%

 字美和 186 176 160 141 75.8%

 字北斗 153 120 90 64 41.8%

 字中里 188 149 120 91 48.4%

 字旭 195 155 127 98 50.3%

 字東野 227 204 177 151 66.5%

 字萱野 55 33 21 14 25.5%

 字泉 137 121 107 89 65.0%

 字水上 171 134 101 76 44.4%

 字共和 221 211 196 143 64.7%

 字上徳 39 28 22 15 38.5%

 字神浦 87 77 59 44 50.6%

 字倉栄 63 52 44 33 52.4%

 字もこと山 0 0 0 0 - 
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図 2-2 地区別人口変化率の予測（2030 年/2010 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 地区別人口変化率の予測（2040 年/2010 年） 
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2－2  町の財政状況 

小清水町の歳入は交付税に依存しており、平成 25 年度では歳入の 44％を占めている。 

そのため、義務的経費を除いた経常的経費に充当する一般財源の確保が困難な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊単位未満四捨五入のため合計が合わない場合がある。 

図 2-4 歳入決算額の推移 

資料：小清水町「決算状況（地方財政状況調査（決算統計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊単位未満四捨五入のため合計が合わない場合がある。 

図 2-5 歳出決算額の推移 

資料：小清水町「決算状況（地方財政状況調査（決算統計）」 
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2－3  上位計画・関連計画 

2－3－1  第５次小清水町総合計画（平成 22 年度） 

(1) 『第 5 次小清水町総合計画』の施策体系 

第 5 次小清水町総合計画では「マイライフタウン小清水」を目標とし、「生活を創造するま

ち」「元気で活力あるまち」「人が育ち・創るまち」の 3 つのテーマをもとに、まちの目指す

べき将来像を描き、その実現に向けた施策展開を計画している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 第 5 次小清水町総合計画の施策体系図 

 

(2) 「美しいまちを創る」の主な施策等 

自然環境に恵まれた町の特性を活かし、快適な生活の舞台づくりを進め、また、消防や地

震等の災害対策が整った安全に暮らせるまちづくりを推進するとしている。 

 

(3) 「健やかで笑顔のあるまちを創る」の主な施策等 

保健・医療の充実を図るとともに、高齢者や障がい者、あるいは社会的な支援を必要とす

る人達を地域全体で支え、町民が、生きがいと幸せ感を持ち、安心して暮らせるまちづくり

を推進するとしている。 

 

(4) 「にぎわいと住みやすさのあるまちを創る」の主な施策等 

個性有るまちづくりの推進とともに、交通環境、情報網を整備する。また、生活インフラ

の基盤条件を整備し、安全・安心な生活環境づくりを推進するとしている。 

 

(5) 「活力と夢を育むまちを創る」の主な施策等 

基幹産業である農業の付加価値を高めるとともに、“小清水ブランド”の形成に努め、地産

地消のまちぐるみ運動を推進し、第 1 次産業のみならす、第 2 次、第 3 次産業の振興を促進

することや、雇用環境の充実を推進するとしている。 

  

③にぎわいと住みやすさのあるまちを創る

④活力と夢を育むまちを創る

マイライフタウン 小清水

テーマ3 人が育ち・創るまち

⑤豊かな心と学びのあるまちを創る

⑥みんなで築くまちを創る

テーマ2 元気で活力あるまち

②健やかで笑顔のあるまちを創る

①美しいまちを創る

テーマ1 生活を創造するまち

目標
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(6) 「豊かな心と学びのあるまちを創る」の主な施策等 

それぞれのライフステージの中で、学び・育ち・支え合う学習環境の整備に努め、また、芸

術や文化活動を高め、心豊かで創造性溢れた人間形成を推進するとしている。 

 

(7) 「みんなで築くまちを創る」の主な施策等 

これからのまちづくりは、町民・企業・行政の協働体制が重要になるため、町民の人権を尊

重するとともに、それぞれが役割を担っていくことが大切になるという考えのもと、効率的効

果的な行財政運営を遂行するとともに、町民が創るまちづくりを目指していくとしている。 

 

表 2-3 「美しいまちを創る」の施策体系と展開 

環
境
保
全
活
動
の 

推
進 

自然環境の保全と回復 
・地域に密着した総合的な自然環境保全の取り組み 

・自然の秩序ある利用と緑の環境づくり 

自然を活かしたまちづくり 

・生涯教育において自然保護、環境学習の推進 

・自然に触れる機会の推進 

・自然と共生する文化の継承、発展 

・開発の規制・誘導による自然景観の保全・創造 

環境保全 
・環境問題に対する情報収集と早期対策の推進 

・地球温暖化対策として省エネ・省資源、二酸化炭素の排出の削減などの推進 

環
境
衛
生
と
リ
サ
イ
ク

ル
対
策
の
充
実 

ごみ収集・処理体制の充実 
・住民の意識啓発と分別収集体制の充実 

・収集場所、収集方法の見直しによる収集の効率化 

ごみ減量化・リサイクル体制

の充実 

・ごみ減量運動、リサイクル運動の推進 

・ごみの減量化、リサイクル体制の確立 

循環型社会形成の促進 
・自然環境、生活環境を守る意識づくりにより、適正な廃棄物処理、減量化を促

進 

し尿処理体制の整備 ・広域連携による収集運搬体制の充実、衛生的な処理の推進 

墓地、葬齋場の環境整備 ・墓地及び葬齋場の環境整備と環境衛生の向上 

公
園
・
緑

地
・
水
辺

の
整
備 

公園の整備 

・自然や歴史とふれあう公園・緑地の整備 

・小清水原生花園、藻琴山等の自然を活かした園地整備 

・身近な公園、広場等の適正配置と管理の一元化の推進 

緑化の推進 ・耕地防風林、道路並木、住宅地の緑化の手法の検討、推進 

消
防
・
防
災
体
制
の
充
実 

消防力の充実 
・消防車両等の更新と消防水利の整備 

・消防救急無線のデジタル化の推進 

救急体制の強化 
・高度救命処置の充実 

・緊急時の住民相互による救急・救助体制づくりの促進 

地域防災計画の浸透 
・関係機関、周辺町村との連携による地域防災体制の確立 

・地域防災体制の内容の周知、徹底 

国民保護計画の浸透 ・策定された国民保護計画による危機管理体制の確立、周知 

自主防災組織の整備 
・各地区ごとの自主防災組織の編制の促進 

・住民、事業者の防災、保護意識高揚の促進 
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表 2-4 「健やかで笑顔のあるまちを創る」の施策体系と展開 

地
域
福
祉
の
推
進 

ふれあいのまちづくり活動の

推進 

・多様な学習機会を通じた共に支え・ふれあいの心の育成 

・自治会、ボランティア等の連携による小地域ネットワークづくりの充実 

・ボランティアセンターによる情報提供、人材育成の実践の推進 

すべての人にやさしいまちの

整備 

・ユニバーサル・デザインによる誰でも使いやすい公共施設の整備 

・民間公益施設に対するユニバーサル・デザインの啓発 

新たな地域福祉体制の確立 
・利用者と提供者の対等な関係を前提とした関係づくり 

・保健・医療・介護分野が連携した地域福祉体制の確立 

保
健
・
医
療
の
充
実 

地域医療体制の充実 
・小清水赤十字病院の整備・充実と町内の医療機関への支援 

・町内外の医療機関の連携による救急医療体制等の充実 

データバンク事業の推進 
・健康管理システムの充実・活用 

・住民の保護・福祉情報の総合的管理による健康づくり活動支援と予防活動の推進

成人・老人保健の充実 
・検診受診率の向上による生活習慣病予防対策の強化 

・寝たきり・認知症予防のための健康づくり、栄養指導、訪問指導等の充実 

精神保健・感染症対策の拡充 

・精神障がい者の治療、社会復帰のための相談・指導体制の支援 

・結核、インフルエンザ等の感染症に対する正しい知識の普及、予防、啓発活動の

推進 

健
康
づ
く
り
の 

推
進 

健康づくり体制の整備 

・策定された健康増進計画に基づく健康づくり運動の推進 

・健康管理システムの活用による、住民の健康づくり活動支援と健康管理事業の推

進 

・健康推進委員の設置検討 

・保健師、栄養士等の専門技術スタッフの確保と資質の向上 

健康づくりの推進 

・広報、パンフレット等による住民の健康づくりの意識高揚の推進 

・個別指導を必要とする人の在宅ケアの充実 

・生涯学習の場を通した健康づくり教育の推進 

高
齢
者
福
祉
の
充
実 

在宅福祉サービスの充実 

・一人ひとりの状況により選択できる介護サービスの提供 

・認知症介護の充実 

・介護保険制度と保健福祉サービスの連携の推進 

・介護保険給付対象外サービスの充実 

施設福祉サービスの充実 

・特別養護老人ホームの増床を含む改築 

・自宅で生活が困難な高齢者を受け入れる施設の整備・充実 

・近隣施設との広域的な利用促進、供給体制の確保 

社会参加の促進 
・高齢者の交流、世代間の交流、ボランティア活動等の町づくり活動の促進 

・高齢者勤労センターの活動の支援、ボランティア活動等の参加促進 

推進体制の整備 

・ホームヘルパー等の専門的福祉人材の確保・育成 

・各部門・団体・機関等の連携・協力体制の強化 

・福祉・保健・医療が一体となった総合的サービス提供体制の整備 

児
童
・
ひ
と
り
親
家
庭
福
祉
の

充
実 

子育て支援行動計画の推進 ・策定された次世代育成支援行動計画の推進 

保育サービスの充実 

・夜間延長等保育体制の充実 

・老朽化施設の整備・充実 

・保育内容の充実 

・へき地保育所の運営とあり方の検討 

子育て支援と相談体制の充実 

・学校との連携による放課後児童活動の充実 

・児童相談窓口の機能の充実 

・子ども手当の支給、医療費の助成、保育料の適正化 

地域での子育て環境づくり 

・子どもの地域活動への参加促進による健全育成の取組み 

・各部門・団体・機関等の連携・協力体制の強化 

・子育て環境づくりの人材発掘・育成 

障
が
い
者
福
祉
の
充

実 すべての人がともに暮らす 

社会の実現 

・障がい者や障がい者についての情報提供の充実 

・学校や地域での福祉教育の推進 

・交流活動やボランティア活動の促進 

保健・福祉サービスの充実 

・各種検診事業の充実による障がいの予防、早期発見の促進 

・関係医療機関の連携による早期治療・訓練、リハビリテーションの充実 

・発達障がい等についての早期療育、通園による支援・指導の充実 

・既存の補装具等の給付サービスの充実 

・障がい福祉計画に基づく自立支援システムの構築 

社
会
保
障
の 

充
実 

国民健康保険事業の充実 

・特定検診等保険事業の推進による健康意識の高揚と健康づくり活動の促進 

・特定保健指導の実施によるメタボリックシンドローム該当者及び予備群の早期発

見の促進 

低所得者福祉の充実 
・低所得者のための相談・指導など支援サービスの充実 

・関係機関、民生・児童委員と連携した実態把握の推進 

介護保険事業の充実 ・総合的・効率的な介護保険サービスの提供と体制の拡充 
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表 2-5 「にぎわいと住みやすさのあるまちを創る」の施策体系と展開 

道
路
・
交
通
網
の
整
備 

広域幹線道路の整備 
・オホーツク内陸縦貫道の整備促進 

・国道、道道の二次改修の促進 

生活交通網の整備 
・交通量の多い道路の歩道整備 

・生活道路の改良、舗装の促進 

公共交通の充実 

・広域的な見地からの JR 釧網線や女満別空港等の公共交通体系の見直しや、利

用促進、利便性の確保 

・バス交通の維持・確保のための運行費維持の助成による現行路線の維持 

道路環境の向上 ・幹線道路の歩行者分離、右折帯設置の促進 

住
宅
・
宅
地

の
整
備 

定住環境の整備 ・住民の定住化、U ターン者の促進 

快適住空間の整備 
・省エネルギー住宅（オール電化、外断熱等）の推進 

・老朽化している町営住宅の順次建替え 

高齢者社会への対応 
・子どもから高齢者・障がい者まで安全で自立して暮らせる住まいづくりの促 

・ユニバーサル・デザインに基づく町営住宅の整備推進 

上
・
下
水
道

の
整
備 

上水道施設の整備 
・水道未設置区域の給水区域の拡張の促進 

・排水地区のバイパス整備、老朽施設の更新による安定水源の確保 

下水道の整備 
・農業集落排水施設及び設備の更新・改修の検討・整備 

・農業集落排水計画区域外の地区への個別浄化槽の普及促進 

水洗化の促進 ・下水道効果の PR による未普及世帯及び事業所への水洗トイレの普及促進 

地

域

情

報

通

信
網
の
充
実 

行政情報化の推進 

・文書管理システム・行政情報のデータベース化、電子決済等の推進と情報公開

の促進 

・地域保健・福祉情報システム、防災・災害情報システム、遠隔医療システムの

検討、整備 

地域情報化の推進 
・ブロードバンドサービスの利用による災害対策、一人暮らしの方の安否確認、

遠隔医療等への展開の促進 

交
通
安
全
・
防
犯

体
制
の
充
実 

交通安全施設の整備 

・安全確保のための幹線道路の整備促進 

・歩道、信号機、ガードレール、道路標識の設置促進 

・高齢者、障がい者の利用しやすい交通安全施設の整備 

交通安全の実践 ・関係機関、団体等と連携し、参加・体験型交通安全の実施 

防犯体制の充実 

・防犯活動の促進 

・家庭、学校、地域、関係機関の相互協力による防犯体制の強化 

・防犯協会との連携による防犯教育、防犯相談、防犯意識の高揚の促進 

消
費
者
対
策
の 

充
実 

消費者保護の体制づくり 
・苦情相談、商品の安全性、健康や環境に与える影響等の相談に対する PIO-NET

等を活用した斡旋・解決を図る体制づくり 

消費者意識の啓発 

・食品の安全性に関する意識高揚の推進 

・消費生活や地球環境問題について広報誌、パンフレット等の活用による意識啓

発 

詐欺・催眠商法等の予防対策 
・悪徳商法、振り込め詐欺等の消費者トラブル防止のための情報提供や消費者教

育の推進 
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表 2-6 「活力と夢を育むまちを創る」の施策体系と展開 

農
業
の
振
興 

生活基盤の整備 
・圃場、農道、かんがい排水施設、土壌改良等の生産基盤の整備及び、優良農

用地の保全 

環境と調和した循環型農業

の推進 

・バイオマスの利活用の促進 

・耕畜連携による資源循環型農業の推進 

・クリーン農業（農薬、化学肥料の適正使用）の推進 

農業経営の安定化 

・コントラクター利用型 TMR センター構想の実現 

・産学官連携による共同研究の推進、新技術の開発・普及 

・地域集落、生産組織の活用による「土づくり」を基に小清水ブランドの確立

農村生活環境の整備 ・生活道路、個別浄化槽の整備 

担い手の育成確保 

・農業後継者、担い手の育成のため、各種研修会の参加促進 

・農作業支援及び新規就農奨励制度の検討 

・農業後継者の配偶者対策 

土づくりの推進 

・堆肥・緑肥の活用 

・土壌分析の励行 

・輪作を基本とした循環型農業の確立 

林

業

の

振
興 

森林資源の適正な管理 
・造林・育林整備の支援による健全な森林育成の推進 

・計画的な森林施業による良質な資源の維持確保 

多様な森づくり 
・水源かん養機能、山地斜面保護、二酸化炭素の吸収等公益的な機能の保全の

ための適正な管理の励行 

水

産

業

の
振
興 

養殖事業の育成支援 ・内水面漁業としての養殖事業の育成 

濤沸湖周辺の環境保全 ・ラムサール条約登録湿地として自然環境の保全の推進 

商
・
工
業
の

振
興 

地域に密着した商店づくり ・個性化、差別化のある地域密着型の商店経営の促進 

他産業との連携 ・観光・農業の連携による地場産品の魅力向上の推進 

経営基盤の強化 ・中小企業経営体の資金強化の推進 

企業誘致・起業化の支援 
・地場産業、地域資源と関連の強い企業の誘致の促進 

・新事業・新産業の育成推進 

観
光
の
振
興 

多様な観光の展開 

・新たな観光素材の発掘、受入体制の整備、関係機関団体の連携強化 

・観光資源としての農業の文化的、観光的側面の内外への PR 促進 

・「通過型」から「滞在・体験・癒し型」への観光資源の開発・促進、観光メニ

ューの研究、開発 

観光拠点の整備 
・既存の観光施設、集客・交流拠点施設の維持管理、利便性の向上 

・観光拠点のネットワーク化、宣伝活動の展開 

他産業との連携 ・こしみず食文化の研究・振興、こしみずブランドの創出 

観光サービスの向上 
・ボランティアガイド等によりすべての人にやさしく、あたたかくもてなし、

交流できる観光地としての環境の充実 

雇

用

環

境

の
整
備 

雇用の場の確保 

・既存企業の育成、企業誘致の促進 

・事業創設及び拡大を目指す事業者への支援 

・冬期間における就労の場の確保、季節労働者の支援の拡大 

労働福祉の推進 
・就労実態の把握と、適切な就労条件、終了環境の整備 

・失業対策、生活資金貸与制度の充実 
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表 2-7 「豊かな心と学びのあるまちを創る」の施策体系と展開 

生
涯
学
習
体
系
の
確
立 

生涯学習推進体制の整備 
・各関係機関、団体等の連携による生涯学習推進体制の確立 

・策定される社会教育計画に基づく生涯学習関連施策の展開 

生涯学習施設の整備 

・社会教育施設を中心にした学校、地域コミュニティ施設、保健福祉施設等の

ネットワーク化 

・社会教育施設を身近に学習できる生涯学習関連施設としての位置付けと活用

の促進 

まちづくり活動との連携 

・地域資源を活かした学習活動の推進と人材と組織の育成 

・生涯学習ボランティア、まちづくりボランティアなどの活動推進と相互連携

による活動の活性化 

社会教育団体の育成 ・学習サークル活動の支援、各団体の連携、活動の活性化 

幼
児
教
育
の 

充
実 

幼児教育の充実 
・就学前教育の充実・推進・自然を活かした体験学習の実施・子育て支援セン

ターの充実 

家庭、保育所との連携 

・親子の共同体験、親同士のネットワークづくりの推進 

・就学前の小学校体験の推進 

・特別支援教育を必要とする幼児の早期実態把握の推進と、幼稚園、保育所と

の連携による相談体制の充実 

学
校
教
育
の
充
実 

小清水らしい教育の推進 

・自然や文化の学習機会の充実 

・郷土の自然、産業、文化などの理解と愛着を深める郷土に根ざした教育の推

進 

・オホーツクの歴史や文化に理解を深め、国際的に活躍する意欲や夢の実現に

向けて挑戦できる子どもの育成 

教育環境の整備、充実 

・新指導要領に基づく教育課程の編成を行い、自ら学び考える力の育成 

・教育専門家の資質・能力向上のための研修体制の充実 

・小中連携教育の検討・調整の推進 

・学校給食活用による食育の推進、給食の充実 

・小清水高等学校と町内小・中学校、地域との連携促進 

家庭、学校、地域との連携 

・地域密着による PTA 活動の活性化の促進 

・空き教室、校庭、体育館等の地域開放の促進 

・いじめ・不登校等の児童の未然防止、早期発見できる体制の整備・充実 

青
少
年
の 

健
全
育
成 

育成環境の整備 
・子ども会、スポーツ少年団、青少年団等の自主的活動への支援 

・地域活動との連携による自然、文化にふれあう環境の整備 

育成運動の推進 ・青少年の感性豊かな心を持つ運動の推進 

まちづくりの参加促進 
・イベント、地域活動、体験・交流活動及びボランティア活動への青少年の自

主的・自発的参加の促進 

ス
ポ
ー
ツ
・
レ

ク
リ
エ
ー
シ

ョ
ン
の
振
興 

スポーツ・レクリエーション

の振興 

・軽スポーツの振興による自主的・自発的スポーツの促進 

・指導者の育成と資質の向上 

・各種スポーツ団体・クラブの自主的活動の支援・職場、地域での一体となっ

たスポーツ活動の促進 

施設の整備・充実 ・多様なニーズに応えられる各種スポーツ施設の整備拡充 

地

域

文

化
・
芸
術
活

動
の
振
興 

文化・芸術活動の推進 
・質の高い文化・芸術に触れる機会の創出 

・参加できる環境づくりの推進、意識の高揚の促進 

文化交流拠点の整備 ・演劇、コンサート、発表会などができる施設の充実 

文化財の保存と活用 
・関係団体との連携による郷土学習の推進 

・郷土資料活用のための施設整備の検討 

国
際
交
流
・
地

域

間

交

流

の

推
進 

国際交流の促進 
・外国人及び外国の生活・文化等にふれる機会の創出 

・国際理解を深める事業の推進 

地域間交流の促進 

・教育・文化、スポーツなどの多様な分野における交流機会づくり 

・自治体、学校、団体等を単位とした地域間交流の推進 

・「ふるさとこしみず会」の連携による人的ネットワークの形成と新たな交流の

創出による地域の活性化促進 
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表 2-8 「みんなで築くまちを創る」の施策体系と展開 

自
主
自
立
の
ま
ち
づ
く

り
の
推
進 

共同参画の推進 
・各種計画づくりにおける計画段階からの住民参加の推進 

・住民との協働によるまちづくり事業の推進 

自治会活動等の推進 
・自治会組織の強化・活動促進のため事務局体制の充実 

・自治会組織の事業費支援の拡充 

広報・公聴活動の充実 

・広報「こしみず」のより一層興味ある紙面作りの推進 

・問題提起型の広報展開 

・ホームページのリアルタイムな更新と充実・発信 

・町民トーク、電子メール、町長への手紙等の活用による公聴活動の展開 

情報公開の推進 ・新文書管理体制の構築と個人情報保護法に基づく情報公開の推進 

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
形
成 

コミュニティ活動の推進 

・地域に根ざしたリーダーの発掘・育成 

・各コミュニティ活動の育成・支援 

・地域住民との交流促進、自治会単位を超えた活動の拡大 

・地域連帯感や相互扶助精神にあふれた地域づくりの推進 

個性ある地域づくりの促進 
・住民全体の地域づくり計画の策定推進 

・各種支援の充実による地域ごとの個性ある活動の促進 

地域活動を促す環境整備 
・公民館、団地集会所、地域住民センターをコミュニティの拠点として位置付け

た活用と周辺環境の整備 

人
権
尊
重
の
ま
ち
づ
く
り

の
推
進 

人権意識の高揚 

・生涯学習等により人権教育、啓発の推進 

・広報、ホームページ等により人権問題の啓発 

・人権フェスティバル等のイベントの開催 

男女共同参画社会の確立 

・生涯学習の場などを利用した啓発活動の推進や、家族・地域・職場での男女の

固定的な役割分担意識の是正を図ることによる共同参画意識の啓発 

・男女雇用機会均等法の浸透、就業条件の向上の啓発活動や、出産・育児、高齢

者介護等の支援体制の充実による社会的条件の整備 

・審議会、委員会、協議会などでの女性参加の推進、女性団体、グループ活動の

支援、リーダーの育成、研修活動の推進や女性の各種地域活動への参加促進に

よる社会参画の促進 

行
財
政
運
営
の
効
率
化 

計画行政の推進 

 

・計画づくりへの関係各課の参画・連携 

・緊急性・総合性を求める事業における行政、住民、企業、専門家などによるプ

ロジェクトチームの編成 

時代に即応した組織・機構の

構築 
・時代の変化や現状の実態把握・分析による組織・機構の改革 

職員能力開発と活性化 

・職員等からの施策提案制度の確立 

・各種職員研修の推進 

・広い視野と先見性のある職員の養成 

効率的な行政運営の推進 

・事務事業の効率化の推進 

・計画的な事業の執行管理体制の整備・点検 

・「定員管理適正化計画」に基づいた計画的な定員、給与の適正化の推進 

行政の情報化の推進 ・OA 機器の計画的導入・充実による事務の効率化、サービスの向上 

財
政
運
営
の
健
全
化

計画的な財政運営 
・財政計画の策定と健全な財政運営の推進 

・行政需要の変化に柔軟に対応した財政の重点配分 

財源の確保 

・産業の振興、起業化の促進、若者・退職者の U、I ターン促進などの自主財源

の安定化確保につながる施策の推進 

・地方交付税の充実、国庫補助制度の改善 

・補助事業の活用、町債の計画的活用による財源の確保 

・課税客体の的確な把握と収納率の向上 

・受益者負担による使用料、手数料の適正化 

広
域
行
政
の

推
進 広域行政の推進 

・広域事業組合の組織・事業の充実と効率的運営 

・産業振興、観光ルート、環境、保健福祉、文化施設の相互利用等の広域圏での

取り組み 

連携体制の強化 ・国・道との連携と必要な事業の実施・援助の要望 
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2－3－2  橋梁長寿命化修繕計画（平成 24 年度策定） 

 

(1) 計画策定の目的 

小清水町が管理する道路橋は現在 66 橋あり、現時点では建設後 50 年を経過する高齢化橋

梁は無い。今後、建設後 50 年を経過する高齢化橋梁の割合は、10 年後に全体の 6％、20 年

後には全体の 42％にまで増加し、急速に高年齢橋梁が増大する。今後、増大が見込まれる橋

梁の修繕・架替えに要する経費に対し、可能な限りのコスト縮減への取り組みが不可欠な状

況にある。 

そこで、重要な道路ネットワークの安全性・信頼性を確保していくために長寿命化修繕計

画を策定し、定期点検による橋梁の状態の把握、予防的な修繕および計画的な架替えを着実

に進め、橋梁の長寿命化と橋梁の修繕・架替えに係る費用を縮減する。 

 

(2) 長寿命化の基本方針 

・点検マニュアルに基づいて、専門家による橋梁点検を実施し、橋の健全度を把握する（お

およそ５年ごと）。 

・点検により把握された健全度に基づいて、低コストかつ長寿命化を図れる最適な修繕計

画を立案する。 

・全対象橋梁について策定した長寿命化修繕計画に基づいて、順次修繕を実施する。 

・点検および修繕した結果は、橋梁台帳および点検調書等に記入し、電子データとして保

存する。 

 

(3) 長寿命化のための維持管理による効果 

今後 60 年の修繕・架替え事業費（事後保全型、最適ケース）を試算した結果、事後保全型

の累計は約 81 億円、最適ケースの累計は約 36 億円となり、最適な修繕計画を策定して維持

修繕を実施することにより、約 45 億円のコスト縮減が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 長寿命化修繕計画による修繕・架替え事業費の縮減 

  

60年間で
約45億円
コスト縮減

事後保全
約81億円

最適ケース
約36億円
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(4) 今後の維持管理について  

橋梁の長寿命化には修繕計画の着実な実施が重要であるとともに、以下について注意が必

要である。 

 

① 点検の実施 

策定した長寿命化修繕計画では、５年に１度の定期点検を実施することとした。 

地震、台風、集中豪雨、豪雪など災害が発生した場合、もしくはその恐れがある場合、

また、道路維持パトロールにより異常が発見されたときには、臨時点検の実施が望ましい。 

 

② 日常的な維持管理 

現在 50 年以上経過している橋梁はないが、20 年後には 42%まで増加し、高齢化が進行す

る状況である。本業務において早期の対策実施としなかった橋梁についても、少なからず

劣化や損傷はみられており、これらが進行すると将来的には補修費用が増大する可能性が

ある。 

また、小清水町には未舗装の路線上の橋梁が多く、橋面、排水装置および支承周辺に土

砂が堆積し易い環境にある。土砂の堆積は滞水および凍結融解によって劣化を促進する可

能性があるため、清掃などの日常管理を適切に実施して橋梁の長寿命化に繋げることが重

要である。 

 

③ 補修計画にあたっての注意事項 

策定した長寿命化修繕計画では、BMS の計算結果を基にして補修計画を立案しているが、

実際に補修を行う場合には、詳細調査による劣化原因、損傷状況を確認し、詳細設計によ

って補修工法の決定および施工計画を立案する必要がある。 

また、補修の計画にあたっては、補修による延命化の効果などを考察のうえ、将来的に

架替え（大規模補修・更新）の計画を立てるなど、メリハリのある修繕計画とする事も考

えられる。 
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2－3－3  公営住宅等長寿命化計画（平成 22 年度策定） 

(1) 計画の位置づけ 

「公営住宅等整備事業」「公営住宅等ストック総合改善事業」に係る社会資本整備総合交付

金事業にあたっては、原則として「公営住宅等長寿命化計画」に基づいて行うことを要件と

しており、本計画は当該事業に対する助成の前提となる計画である。 
 

(2) 計画策定の目的 

小清水町では、平成 15 年度に「小清水町住宅マスタープラン」「小清水町公営住宅ストッ

ク総合活用計画」を策定し、計画に基づき公営住宅及び住宅市街地の整備を推進してきた。 

計画策定から 5 年以上を経過した現在、既存の計画の定期的な見直しを行うのと同時に、

町内の公営住宅等の役割や状況を再度把握したうえで、団地別・住棟別に修繕、改善、建替

などの活用方針を定め、長期的な視点及び予防的な観点から公営住宅等の長寿命化をはかる

ために「公営住宅等長寿命化計画」を策定し、公営住宅等の更新コストの削減と事業量の平

準化を図ることとする。 
 

(3) 長寿命化の基本方針 

① ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

・住棟の判定により、維持保全とする住棟については、適切なストックマネジメントを基盤

として、公営住宅等ストックの状況を的確に把握し管理を行う。 

・また、それらを基に、長寿命化のための中長期的な維持管理計画を策定し、予防保全的な

観点から、定期点検や修繕・改善等の維持管理を推進する。 

・今後は、公営住宅の定期点検を実施するとともに、予防保全的な維持管理を実施する。 

② 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・今後の公営住宅等の維持管理にあたっては、対症療法型の維持管理から、予防保全的な維

持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施することによって、公営住宅等の長寿命化を

図る。 

③ まちづくりの視点を踏まえた公営住宅供給方針 

1)まちと地区の将来像を見据え、地域バランスを考慮した公営住宅供給 

・建替団地の選定にあたっては、地域バランスを考慮して事業を実施することとする。 

2)地区ごとに偏りのない居住水準を満たした住宅供給 

・当面の建替を選択しない団地は、基本的なメンテナンスの実施と、住戸の居住性や住棟の

長寿命化を考慮した個別改善等を行い、維持保全することとする。 

3)財政面での適正な年度ごとの事業量バランスへの考慮 

・町の財政事情等を考慮し、公営住宅についても適正な規模の中で建替えや改善の実施を行

っていく必要がある。そのため、財政事情等を勘案しながら適正な年間建替戸数を検討す

るものとする。 
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(4) 長寿命化のための維持管理による効果 

・標準修繕周期を参考に、建て替えや用途廃止としない住棟の一部について、外壁改修、

屋上改修等の長寿命化型改善を実施することとし、耐用年数満了まで有効活用する。 

・これらの住棟について、建設時点から次回の建替えまでに要するコストを算出し、住棟

単位で年当たりのコスト比較を行った。その結果、年平均改善額がプラスであり、ＬＣ

Ｃ縮減効果があると判断できる。 

・本計画に基づく、予防保全的な維持管理を実施することで、限られた予算の中で効率的

な維持管理を実施することができる。 

 

表 2-9 ＬＣＣ縮減効果算出の例（南団地の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 長寿命化計画の推進に向けて  

本計画の推進に向け、事業実施上での留意点を以下に整理する。  

①公営住宅等入居者との合意形成 

②建替、改善団地の入居者の意向把握  

③入居者への情報提供  
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3  公共施設の実態把握 

3－1  町内の公共施設の概況 

町内の公共施設は100施設、273棟、延べ床面積の合計は約8万㎡である。 

「公営住宅」が棟数、延べ床面積ともに最も多く、総延べ床面積では全体の約26％を占め

ている。次いで延べ床面積が多いものは学校教育施設で約17％、そして「スポーツ観光系施

設」「市民文化系施設」「その他施設（職員住宅など）」がそれぞれ10％程度を占めている。 

 

表 3-1 町内公共施設の用途別の施設数・棟数・延べ床面積（㎡） 

 施設数 棟数 延べ床面積 

10市民文化系 19 25 9,454 

11社会教育系 2 2 2,011 

12スポーツ・観光系 15 36 10,395 

13産業系 2 3 1,675 

14学校教育系 2 12 13,376 

15子育て支援 2 3 1,168 

16保健福祉 2 2 3,061 

18行政系 13 14 4,427 

19公営住宅 15 84 21,402 

20公園 4 4 170 

21供給処理 2 4 470 

22その他 13 67 9,647 

23上水道 6 13 724 

24下水道 3 4 2,518 

総計 100 273 80,498 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊単位未満四捨五入のため合計が合わない場合がある。複合施設は代表用途で集計。小清水町「固定

資産一覧」を基に作成 

図 3-1 施設用途別の施設数と延べ床面積の構成比 

  

9.2%

0.7%

13.2%

1.1%
4.4%
1.1% 0.7%
5.1%

30.8%

1.5%
1.5%

24.5%

4.8%
1.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

棟数構成比

24下水道

23上水道

22その他

21供給処理

20公園

19公営住宅

18行政系

16保健福祉

15子育て支援

14学校教育系

13産業系

12スポーツ・観光系

11社会教育系

10市民文化系
11.7%

2.5%

12.9%

2.1%

16.6%

1.5%
3.8%

5.5%

26.6%

0.2%
0.6%

12.0%

0.9%
3.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

延べ床面積構成比

24下水道

23上水道

22その他

21供給処理

20公園

19公営住宅

18行政系

16保健福祉

15子育て支援

14学校教育系

13産業系

12スポーツ・観光系

11社会教育系

10市民文化系



 

 19

 

建築物の棟数と延べ床面積について建築年代別の構成比をみると、棟数では1970年代、

1990年代、2000年代が比較的多くを占めているが、延べ床面積では1990年代と2010年代が多

くを占めている。 

建築年ごとに見ると（次頁参照）、1970年前後に建設された公営住宅や職員住宅※が多数

現存しており、建築後40年あまり経過したこれら施設の建て替え更新が今後予想される。 

また、1990年代に建築された市民文化系施設や公営住宅などについても、近々設備の更新

や改修が必要になってくることが予想される。 

※職員住宅は分類上は「その他」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 建物延べ床面積と棟数の建築年代別構成 
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図 3-3 建築年別の建物延べ床面積（㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 建築年別の建物棟数 

 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

1
9
3
3

1
9
6
0

1
9
6
1

1
9
6
2

1
9
6
3

1
9
6
4

1
9
6
5

1
9
6
6

1
9
6
7

1
9
6
8

1
9
6
9

1
9
7
0

1
9
7
1

1
9
7
2

1
9
7
3

1
9
7
4

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

24下水道

23上水道

22その他

21供給処理

20公園

19公営住宅

18行政系

16保健福祉

15子育て支援

14学校教育系

13産業系

12スポーツ・観光系

11社会教育系

10市民文化系

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1
9
3
3

1
9
6
0

1
9
6
1

1
9
6
2

1
9
6
3

1
9
6
4

1
9
6
5

1
9
6
6

1
9
6
7

1
9
6
8

1
9
6
9

1
9
7
0

1
9
7
1

1
9
7
2

1
9
7
3

1
9
7
4

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

24下水道

23上水道

22その他

21供給処理

20公園

19公営住宅

18行政系

16保健福祉

15子育て支援

14学校教育系

13産業系

12スポーツ・観光系

11社会教育系

10市民文化系



 

 21

3－2  公共施設の現状把握 

各施設を所管する課に対し調査を実施し、以下のとおり公共施設の現状把握を行った。 

3－2－1  市民文化系施設の現状 

(1) 施設の概況 

市民文化系施設は 21施設で建物数は 25棟あり、うち延べ床面積 100㎡以上は 19棟、さら

に延べ床面積 1,000㎡以上の建物は「多目的研修集会施設」「コミュニティプラザ」「中央公

民館」の 3棟である。 

「中央公民館」は 1965年に建築された鉄筋コンクリート構造物で、建築から 49年が経過し

ている。「多目的研修集会施設」は 1985年に建築され、直近では 2011年に増改築工事が行わ

れている。 

表 3-2 町内の市民文化系施設※ 

施設/建物 名称 地区 
延べ床面積

（㎡） 
建築年 構造 

多目的研修集会施設 小清水 2,062 1985 鉄筋コンクリート構造 

コミュニティプラザ 小清水 1,790 1996 鉄骨鉄筋コンクリート造 

中央公民館 小清水 1,084 1965 鉄筋コンクリート構造 

旭野住民センター 東野 455 1998 鉄筋コンクリート構造 

止別公民館（平成26年度解体予定） 止別 452 1972 鉄骨・鋼構造 

浜小清水公民館 浜小清水 412 1985 鉄筋コンクリート構造 

中斗美住民センター 中里 350 1999 鉄骨・鋼構造 

共和・上徳住民センター 共和 329 2005 木構造・木質構造 

２１交流館 小清水 295 2001 木構造・木質構造 

水上住民センター 水上 291 1999 木構造・木質構造 

美和住民センター 美和 287 1997 鉄骨・鋼構造 

神浦住民センター 神浦 280 2002 木構造・木質構造 

小清水団地 小清水 214 1994 鉄筋コンクリート構造 

南団地 小清水 200 2000 鉄筋コンクリート構造 

泉住民センター 泉 189 1988 鉄筋コンクリート構造 

砥草原住民センター 上徳 132 1972 ブロック造 

桜ヶ丘団地集会所 小清水 131 1976 木構造・木質構造 

緑ヶ丘団地集会所 小清水 122 1976 木構造・木質構造 

旧小松田住宅 小清水 110 1974 木構造・木質構造 

※面積の単位は㎡。延べ床 100㎡以上の建物のみ掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 写真左：多目的研修集会施設（愛ホール）  右：中央公民館 

写真出典：小清水町ホームページ 

  



 

 22

 

(2) 建物の劣化状況 

経過年数で見ると、「中央公民館」「止別公民館」「砥草原住民センター」「旧小松田住

宅」が建築後 40 年以上経過している。このうち「止別公民館」は平成 26 年度中に解

体する予定である。老朽化率※で見ると、「旧小松田住宅」「桜ヶ丘団地集会所」「緑ヶ

丘団地集会所」で老朽化率が高く、耐用年数を迎えつつある。 

 

表 3-3 市民文化系施設の建物劣化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：全建物を掲載 

 

【※老朽化率について】 

建物の劣化状況を表す指標として、建築後の経過年数を耐用年数で割った値

を用いることとした。この値を以下「老朽化率」と呼ぶこととする。 

老朽化率が 1.0 を上回ると耐用年数を超過して供用していることになり、建

物劣化の問題が大きいと考えられる。 

表 3-4 構造別の耐用年数の設定 

構造 耐用年数 
鉄骨鉄筋コンクリート造 
鉄筋コンクリート構造 

60年 

鉄骨・鋼構造 
レンガ造 
ブロック造 

50年 

木構造・木質構造 40年 
プレハブ 30年 

  

施設名称 建物名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

多目的研修集会施設 2,062 鉄筋コンクリート造 60 29 0.48

コミュニティプラザ 1,790 鉄筋・鉄骨コンクリート 60 18 0.30

中央公民館 1,084 鉄筋コンクリート造 60 49 0.82

旭野住民センター 455 RC造 60 16 0.27

止別公民館 452 鉄骨造 50 42 0.84

浜小清水公民館 412 鉄筋コンクリート造 60 29 0.48

浜小清水公民館 物置 13 木造 40 14 0.35

中斗美住民センター 350 鉄骨造 50 15 0.30

共和・上徳住民センター 329 木造 40 9 0.23

２１交流館 295 木造 40 13 0.33

水上住民センター 291 木造 40 15 0.38

美和住民センター 287 鉄骨造 50 17 0.34

神浦住民センター 280 木造 40 12 0.30

神浦住民センター ゲートボール休憩舎 49 軽量鉄骨造 50 18 0.36

小清水団地集会所 集会所 214 ＲＣ造 60 20 0.33

南団地集会所 集会所 200 ＲＣ造 60 14 0.23

南団地集会所 木もれ日広場Ａ棟 37 ＲＣ造 60 19 0.32

南団地集会所 木もれ日広場Ｂ棟 37 ＲＣ造 60 17 0.28

泉住民センター 189 RC造 60 26 0.43

砥草原住民センター 132 ブロック造 50 42 0.84

桜ヶ丘団地集会所 131 木造 40 38 0.95

緑ヶ丘団地集会所 122 木造 40 38 0.95

旧小松田住宅 110 木造 40 40 1.00

若木団地　高齢者生活相談所 84 ＲＣ造 60 5 0.08

中斗美老人憩いの家 休憩舎 49 軽量鉄骨造 50 24 0.48

老朽化率

1.00 2.0
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(3) 施設の利用状況 

市民文化系施設のうち一部は貸し付けしているが、無償貸し付けであり、コミュニテ

ィプラザを除き利用料収入も得ていない。 

日平均利用者数で見ると、多目的研修集会施設が最も多く 66人/日、次いで中央公民

館が 51人/日となっている。 

施設の未利用空間比率（使われていない部屋などの面積割合）が高い施設は無く、利

用者数は少ない施設はあるものの、遊休施設とはなっていない状況である。 

 

表 3-5 市民文化系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名称  貸付の有無
利用料収入
（年間、千円）

日平均
利用者数
（人／日）

利用者数の備考
未利用空間
の比率

多目的研修集会施設 無し 0 66 年間の利用者数／開館日数 0%

コミュニティプラザ 無し 18 42 図書館の１日当たり貸出利用人数 0%

中央公民館 無し 0 51 年間の利用者数／開館日数 0%

旭野住民センター 無し 0 － 0%

止別公民館 無し 0 19 年間の利用者数／開館日数 4%

浜小清水公民館 無し 0 19 年間の利用者数／開館日数 0%

中斗美住民センター 無し 0 － 0%

共和・上徳住民センター 無し 0 － 0%

２１交流館 無し 0 10 年間の利用者数／開館日数 16%

水上住民センター 無し 0 － 0%

美和住民センター 無し 0 － 0%

神浦住民センター 無し 0 － 0%

小清水団地集会所 無し 0 － 0%

南団地集会所 無し 0 － 0%

泉住民センター 無し 0 － 0%

砥草原住民センター 有り（無償） 0 － 0%

桜ヶ丘団地集会所 無し 0 － 0%

緑ヶ丘団地集会所 無し 0 － 0%

旧小松田住宅 有り（無償） 0 － 0%

若木団地　高齢者生活相談所 無し 0 － 0%

中斗美老人憩いの家 無し 0 － 0%



 

 24

 

(4) 施設のコスト状況 

施設の維持管理にかかる年間経費は、「コミュニティプラザ」が最も多く、年間約

4,200 万円となっている。次いで「多目的集会施設（約 900 万円）」「中央公民館（約

500万円）」となっている。 

面積あたりの町負担額で見ても「コミュニティプラザ」が最も多く、1 ㎡あたり約

24,000円の年間負担となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 市民文化系施設の年間経費 

 

表 3-6 市民文化系施設の収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000

多目的研修集会施設

コミュニティプラザ

中央公民館

旭野住民センター

止別公民館

浜小清水公民館

中斗美住民センター

共和・上徳住民センター

２１交流館

水上住民センター

美和住民センター

神浦住民センター

小清水団地集会所

南団地集会所

泉住民センター

砥草原住民センター

桜ヶ丘団地集会所

緑ヶ丘団地集会所

旧小松田住宅

若木団地 高齢者生活相談所

中斗美老人憩いの家

（千円／年）

管理委託料 その他経費 光熱費

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

多目的研修集会施設 指定管理者制度 0.67 9,389 0 0 9,389 0 9,389 2,062 4,554

コミュニティプラザ 指定管理者制度 5.00 42,452 0 0 42,452 18 42,434 1,790 23,706

中央公民館 指定管理者制度 0.67 4,936 0 0 4,936 0 4,936 1,084 4,554

旭野住民センター 管理業務委託 0.00 280 487 1,271 2,038 0 2,038 455 4,479

止別公民館 指定管理者制度 0.00 1,265 0 0 1,265 0 1,265 452 2,798

浜小清水公民館 指定管理者制度 0 1,150 0 0 1,150 0 1,150 426 2,702

中斗美住民センター 管理業務委託 0.00 280 284 1,150 1,714 0 1,714 350 4,898

共和・上徳住民センター 管理業務委託 0.00 248 186 361 795 0 795 329 2,417

２１交流館 指定管理 0.67 1,345 0 0 1,345 0 1,345 295 4,556

水上住民センター 管理業務委託 0.00 248 342 614 1,204 0 1,204 291 4,137

美和住民センター 管理業務委託 0.00 248 215 345 808 0 808 287 2,815

神浦住民センター 管理業務委託 0.00 248 182 272 702 0 702 329 2,133

小清水団地集会所 管理委託 0.00 235 0 619 854 0 854 214 3,999

南団地集会所 管理委託 0.00 235 0 227 462 0 462 274 1,686

泉住民センター 管理業務委託 0.00 248 171 266 685 0 685 189 3,624

砥草原住民センター 民間へ貸付 0.00 0 0 0 0 0 0 132 0

桜ヶ丘団地集会所 管理委託 0.00 112 0 0 112 0 112 131 854

緑ヶ丘団地集会所 管理委託 0.00 183 0 0 183 0 183 122 1,503

旧小松田住宅 民間へ貸付 0.00 0 0 0 0 0 0 110 0

若木団地　高齢者生活相談所 管理委託 0.00 145 0 249 394 0 394 84 4,690

中斗美老人憩いの家 － 0.00 0 0 0 0 0 0 49 0

施設名称 管理形態
常駐管理
人数

延べ床面積
（建物合計）
（㎡）

面積あたりの
町負担額
（円/㎡）

町の負担額
（経費と収入
の差）

（千円/年）
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3－2－2  社会教育系施設の現状 

(1) 施設の概況 

「小清水町郷土資料館」は、平成 24年 3月に閉校した旧旭野小学校を改修し、閉校・

統合した旧小学校の資料や、石倉倉庫施設に収蔵していた郷土資料等を一部展示してい

る。 

「石倉倉庫」は、郷土資料館の倉庫として使用している。 

 

表 3-7 町内の社会教育系施設※ 

施設/建物 名称 地区 
延べ床面積

（㎡） 
建築年 構造 

小清水町郷土資料館 

（旧旭野小学校） 
東野 1,747 1987 鉄筋コンクリート構造 

石倉倉庫 小清水 264 1933 石造、一部木造（小屋組）

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 小清水町郷土資料館（旧旭野小学校） 

写真出典：小清水町ホームページ 

 

(2) 建物の劣化状況 

経過年数で見ると、「石倉倉庫」は建築後 80年以上が経過している。また、「小清水

町郷土資料館（旧旭野小学校）」は建築後 27年となっている。 

 

表 3-8 社会教育系施設の建物劣化状況 

 

 

 

 

  

施設名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

小清水町郷土資料館 1,747 鉄筋コンクリート 60 27 0.45

石倉倉庫 264 石造、一部木造（小屋組） 50 81 1.62

老朽化率
1.00 2.0



 

 26

 

(3) 施設の利用状況 

「小清水町郷土資料館（旧旭野小学校）」は、随時受付の団体見学と不定期の一般公

開日を設けており、年間 9日間の利用者数は 253人、日平均利用者数は 28人となって

いる。 

「石倉倉庫」は郷土資料館の倉庫として現在使用しているため利用者（見学入館者）

はない。 

 

表 3-9 社会教育系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

(4) 施設のコスト状況 

「小清水町郷土資料館」の施設の維持管理にかかる年間経費は年間約 120 万円であ

り、管理委託料や光熱費が大部分を占める。 

「石倉倉庫」の経費は年間約 4万円程度である。 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 社会教育系施設の年間経費 

 

表 3-10 社会教育系施設の収支状況 

 

 

 

  

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

小清水町郷土資料館 委託 1.00 654 104 417 1,175 0 1,175 1,747 673

石倉倉庫 直営 0.00 0 28 16 44 0 44 264 166

町の負担額
（経費と収入
の差）

（千円/年）

延べ床面積
（㎡）

面積あたりの
町負担額
（円/㎡）

施設名称 管理形態
常駐管理
人数

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

小清水町郷土資料館

石倉倉庫

（千円／年）

管理委託料 その他経費 光熱費

施設名称  貸付の有無
利用料収入
（年間）

日平均
利用者数
（人／日）

利用者数の備考 未利用空間比率

小清水町郷土資料館 無し 0 28.1
年９日の開館で利用者数は合計253
人

0%

石倉倉庫 無し 0 0
郷土資料館移設のため現在は郷土
資料の倉庫として使用

0%
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3－2－3  スポーツ・観光系施設の現状 

(1) 施設の概況 

町有のスポーツ・観光系施設は 16施設 36棟である。 

「ふれあいセンター（小清水温泉ふれあいセンター）」は、浴場・宿泊・レストラン・会議

室を備え 1993 年に建築された約 2,900 ㎡のレジャー施設であり、民間の指定管理者により管

理運営されている。 

また大規模な施設の建築年代を挙げると、「農業者トレーニングセンター（屋内体育館）」

は 1982年築、「町民プール」は 1990年築、「ふれあいアリーナ（室内運動場）」は 1995年

築、「原生花園（インフォメーションセンター）」は 1998年築であり、1980年代 1990年代

に建設されたものが多くなっている。 

 

表 3-11 町内のスポーツ・観光系施設 

施設名 建物名称 延べ床面積 建築年 その他建物 

ふれあいセンター － 2,910 1993  
農業者トレーニングセンター － 2,213 1982 車庫 
町民プール － 1,107 1990  
ふれあいアリーナ － 1,000 1995  
原生花園 インフォメーションセンター 789 1998 ログハウス駅、 
 展望牧舎 275 1995 管理人詰所 
武道館 － 464 1971 弓道矢場 
フレトイ展望台 － 219 1989  
ハイランド小清水 725 レストハウス 182 1995 併設便所、物品庫 
ハイランド小清水キャンプ場 体験交流センター 124 1995 バンガロー３棟、便所

多目的運動場 管理棟 136 1985 注  
町営野球場 観客席 108 2004 管理棟、ダッグアウト

 備品庫 100 2004 公衆便所、倉庫階段 
リリーパーク 多目的トイレ 62 2000  
浜小清水キャンプ場 公衆便所 57 2000 管理人室、水飲み場 
パークゴルフ場 休憩所 53 2008 事務所、公衆便所 
町民スキー場 休憩ロッジ 49 1979  
止別駅前公園 公衆便所 30 1995  

※面積の単位は㎡。延べ床 100㎡以上の建物または施設の主棟のみ掲載。 注：建築年不明につき推定年。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 写真左：農業者トレーニングセンター  右：町民プール 

写真出典：小清水町ホームページ 

  



 

 28

 

(2) 建物の劣化状況 

経過年数で見ると、「武道館（武道館・弓道矢場）」が建築後 40年以上経過している。 

老朽化率で見ると、「武道館（弓道矢場）」「多目的運動場（管理棟）」などで老朽化率

が高く、耐用年数を迎えつつあるが、それらは比較的小規模な建物となっている。また、

現在弓道会が休会中で「武道館（弓道矢場）」の施設利用はない。 

 

表 3-12 スポーツ・観光系施設の建物劣化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：全建物を掲載 

 

  

施設名称 建物名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

ふれあいセンター 2,910 コンクリート造 60 21 0.35

農業者トレーニングセンター 2,213 鉄骨及び鉄筋コンクリ-ト造 60 32 0.53

農業者トレーニングセンター 車庫 23 プレハブ 30 28 0.93

町民プール 1,107 鉄筋造 60 24 0.40

ふれあいアリーナ 1,000 鉄筋造 60 19 0.32

原生花園 インフォメーションセンター 789 鉄骨造 50 16 0.32

原生花園 展望牧舎 275 木造 40 19 0.48

原生花園 ログハウス駅 12 木造 40 12 0.30

原生花園 管理人詰所 11 木造 40 12 0.30

武道館 武道館 464 鉄筋造 60 43 0.72

武道館 弓道矢場 40 木造 40 42 1.05

フレトイ展望台 展望台 219 鉄骨造 50 25 0.50

ハイランド小清水７２５ レストハウス 182 木造 40 19 0.48

ハイランド小清水７２５ 併設便所 47 木造 40 15 0.38

ハイランド小清水７２５ 物品庫 5 木造 40 19 0.48

ハイランド小清水キャンプ場 体験交流センター 124 木造 40 19 0.48

ハイランド小清水キャンプ場 バンガローＡ 24 木造 40 19 0.48

ハイランド小清水キャンプ場 バンガローＢ 24 木造 40 19 0.48

ハイランド小清水キャンプ場 バンガローＣ 24 木造 40 19 0.48

ハイランド小清水キャンプ場 公衆便所 32 木造 40 19 0.48

多目的運動場 管理棟 136 プレハブ 30 29 0.97

町営野球場 ダッグアウト 62 鉄筋コンクリート造 60 10 0.17

町営野球場 備品庫 100 鉄筋コンクリート造 60 10 0.17

町営野球場 倉庫・階段 24 鉄筋コンクリート造 60 10 0.17

町営野球場 観客席 108 鉄筋コンクリート造 60 10 0.17

町営野球場 管理棟 78 鉄筋コンクリート造 60 10 0.17

町営野球場 公衆便所 17 木造 40 10 0.25

リリーパーク 多目的トイレ 62 鉄筋コンクリート 60 14 0.23

浜小清水キャンプ場 水飲み場 35 木造 40 12 0.30

浜小清水キャンプ場 管理人室 19 木造 40 25 0.63

浜小清水キャンプ場 公衆便所 57 鉄筋コンクリート 60 14 0.23

パークゴルフ場 休憩所 53 プレハブ 30 6 0.20

パークゴルフ場 公衆便所 25 不明 50 6 0.12

パークゴルフ場 事務所 14 プレハブ 30 6 0.20

町民スキー場 休憩ロッジ 49 木造 40 35 0.88

止別駅前公園 公衆便所 30 木造 40 19 0.48

老朽化率

1.00 2.0
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(3) 施設の利用状況 

施設別に日平均利用者数を見ると、「原生花園」が約 1,000人/日と最も多く、次いで

「ふれあいセンター（216 人/日）」と「ハイランド小清水 725（200 人/日）」が多くな

っている。 

 

表 3-13 スポーツ・観光系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 原生花園 

写真出典：小清水町ホームページ 

 

  

施設名称  貸付の有無
利用料収入
（年間、千円）

日平均
利用者数

利用者数の備考 未利用空間比率

ふれあいセンター 無し 0 216 0%

農業者トレーニングセンター 無し 0 58 年間利用者数　19,722名 0%

町民プール 無し 0 41 シーズン利用者数5,872名 0%

ふれあいアリーナ 無し 0 22 年間利用人数 6,721名 0%

原生花園 無し 27 1,000
利用者数は4/25～10/31
の日平均値（概数）

0%

武道館 無し 0 10 年間利用者数　1,534名 0%

フレトイ展望台 無し 13 21 0%

ハイランド小清水７２５ 有り 5 200 0%

ハイランド小清水キャンプ場 無し 104 8 0%

多目的運動場 無し 7 27 0%

町営野球場 無し 8 10 0%

リリーパーク 無し 0 － データ無し 0%

浜小清水キャンプ場 無し 55 7 0%

パークゴルフ場 無し 206 69 0%

町民スキー場 無し 39 48 0%

止別駅前公園 無し 0 － データ無し 0%
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(4) 施設のコスト状況 

施設の維持管理にかかる年間経費は、「農業者トレーニングセンター」が最も多く、

年間約 1,600万円となっている。次いで「原生花園（約 1,000万円）」「町民プール（約

800万円）」「ふれあいアリーナ（約 700万円）」となっている。 

経費と収入を比較すると、いずれの施設においても経費が収入を大きく上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 スポーツ・観光系施設の年間経費 

 

表 3-14 スポーツ・観光系施設のコスト状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

ふれあいセンター 指定管理 5.00 3,677 0 0 3,677 0 3,677

農業者トレーニングセンター 指定管理制度 0.00 15,873 0 0 15,873 0 15,873

町民プール 指定管理制度 0.00 7,858 0 0 7,858 0 7,858

ふれあいアリーナ 指定管理制度 0.00 7,100 0 0 7,100 0 7,100

原生花園 管理業務委託 6.00 6,307 1,242 2,379 9,928 27 9,901

武道館 指定管理制度 0.00 3,295 0 0 3,295 0 3,295

フレトイ展望台 管理業務委託 1.00 475 179 445 1,099 13 1,086

ハイランド小清水７２５ 管理業務委託 1.00 1,396 551 534 2,481 90 2,391

ハイランド小清水キャンプ場 管理業務委託 1.00 785 882 35 1,702 104 1,598

多目的運動場 指定管理者制度 0.00 966 2,852 0 3,818 7 3,811

町営野球場 指定管理者制度 0.00 2,118 0 0 2,118 8 2,110

リリーパーク 民間管理 0.00 0 40 127 167 0 167

浜小清水キャンプ場 管理業務委託 1.00 516 0 22 538 55 483

パークゴルフ場 指定管理者制度 1.00 5,704 0 0 5,704 206 5,498

町民スキー場 指定管理者制度 0.00 348 0 0 348 39 309

止別駅前公園 管理業務委託 1.00 284 66 297 647 0 647

町の負担額
（経費と収入
の差）

（千円/年）

施設名称 管理形態
常駐管理
人数

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

ふれあいセンター

農業者トレーニングセンター

町民プール

ふれあいアリーナ

原生花園

武道館

フレトイ展望台

ハイランド小清水７２５

ハイランド小清水キャンプ場

多目的運動場

町営野球場

リリーパーク

浜小清水キャンプ場

パークゴルフ場

町民スキー場

止別駅前公園

（千円／年）

管理委託料 その他経費 光熱費
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3－2－4  産業系施設の現状 

(1) 施設の概況 

産業系施設としては、浜小清水地区の「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」

と小清水地区の「農業資材保管施設」がある。 

活性化センターには、展示室・研修室・軽食喫茶・売店のほか、有料で使用できる加

工設備（畑作物調理加工室、肉製品加工室、乳製品加工室）がある。 

表 3-15 町内の産業系施設 

施設/建物 名称 地区 延べ床面積
（㎡） 建築年 構造 

活性化センター（センター） 浜小清水 985 2000 鉄骨造 

活性化センター（物置 No.1） 浜小清水 17 2000 プレハブ 

農業資材保管施設 小清水 673 2005 鉄骨造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 活性化センター（道の駅はなやか小清水） 

左：施設概要図    右上：外観写真 

図出典：小清水町ホームページ 

(2) 建物の劣化状況 

「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」は、平成 12年に開設した施設であり、

建物経過年数は 14年と新しい建物となっている。 

「農業資材保管施設」も経過年数は 9年と新しい建物である。 

表 3-16 産業系施設の建物劣化状況 

 

 

 

  

施設名称 建物名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

活性化センター センター 985 鉄骨造 50 14 0.28

活性化センター 物置NO.1 17 プレハブ 30 14 0.47

農業資材保管施設 673 鉄骨造 50 9 0.18

老朽化率
1.00 2.0
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(3) 施設の利用状況 

「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」は、貸付料（テナント料）が約 50 万

円、利用料収入（加工室の使用料）が約 70万円となっており、道の駅としての日平均

利用者数は 807人/日となっている。 

「農業資材保管施設」は無償貸し付けを行っている。 

 

表 3-17 産業系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

(4) 施設のコスト状況 

「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」の経費は光熱費やその他経費で、年間

約 960万円となっている。収入の約 120万円との差し引きで、町は約 840万円を負担

している。 

「農業資材保管施設」は無償貸し付けで指定管理とすることで、経費も収入も発生し

ていない。 

 

 

 

 

 

図 3-13 産業系施設の年間経費 

 

表 3-18 社会教育系施設の収支状況 

 

 

 

 

  

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

活性化センター 直営 1.00 0 4,094 5,514 9,608 1,223 8,385 1,002 8,368

農業資材保管施設 指定管理者 7.00 0 0 0 0 0 0 673 0

町の負担額
（経費と収入
の差）

（千円/年）

延べ床面積
（建物合計）
（㎡）

面積あたりの
町負担額
（円/㎡）

施設名称 管理形態
常駐管理
人数

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

活性化センター

農業資材保管施設

（千円／年）

管理委託料 その他経費 光熱費

施設名称  貸付の有無
貸付料
（年間）
（千円/年）

利用料収入
（年間）
（千円/年）

日平均
利用者数
（人／日）

利用者数の備考 未利用空間比率

活性化センター 有り 530 693 807.0 道の駅利用者数807人/日 0%

農業資材保管施設 有り（無償） 0 0 0 0 0%
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3－2－5  学校教育系施設の現状 

(1) 施設の概況 

町内６小学校（小清水小、北陽小、止別小、旭野小、中斗美小、水上小）を再編して、新た

な小清水小学校が 2012 年に建設された。旧小学校の一部は、工場や郷土資料館などに用途転

用されている。 

小清水中学校は 1968年の統合新設から 40年あまりが経過した 2012年に校舎の全面改築を

行い、現在は新校舎となっている。 

 

表 3-19 町内の学校教育系施設 

施設 名称 建物名称 延べ床面積 建築年 構造 

小清水小学校 校舎 5,041 2012 鉄筋コンクリート構造 
 体育館（児童クラブ室含） 1,513 2012 鉄筋コンクリート構造 
 給食センター 462 2012 鉄筋コンクリート構造 
 物置 19 1993 木構造・木質構造 
 物置 45 2012 木構造・木質構造 
 バス待合所 10 2012 木構造・木質構造 
 給食センター軽四車庫 16 2012 ブレハブ 
小清水中学校 校舎 4,137 2013 鉄筋コンクリート構造 
 屋体・武道場 1,999 2012 鉄骨鉄筋コンクリート造 
 物置 39 2012 木構造・木質構造 
 物置 79 2013 木構造・木質構造 
 グラウンドトイレ 16 1992 木構造・木質構造 

※面積の単位は㎡。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 写真左：小清水小学校  右：小清水中学校 

 

 

 

 

 

 

図 3-15 参考写真：工場に転用されている旧北陽小学校 
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(2) 施設の劣化状況 

小清水小学校は 2012 年建設、小清水中学校も 2012年に校舎の全面改築を行ってお

り、一部の物置・トイレを除き、建物は新しい状況である。 

 

表 3-20 学校教育系施設の劣化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 施設のコスト状況 

小学校給食センターの管理委託料で約 5,500万円の経費がかかっているほか、小学校

の光熱費が約 2,000万円、中学校の光熱費が約 2,200万円など、小学校と中学校の合計

で年間約 1億 800万円を町が負担している。 

なお、下記は施設の維持管理にかかる経費であり、教職員の人件費などは含まれてい

ない。 

 

表 3-21 学校教育系施設のコスト状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

小清水小学校 校舎 1.00 3,694 2,056 13,455 19,205 0 19,205 5,041

小清水小学校 屋体（児童クラブ室含） 0.00 0 0 4,039 4,039 0 4,039 1,513

小清水小学校 給食センター 10.00 54,692 124 2,964 57,780 0 57,780 462

小清水小学校 物置 0.00 0 0 0 0 0 0 19

小清水小学校 物置 0.00 0 0 0 0 0 0 45

小清水小学校 バス待合所 0.00 0 0 0 0 0 0 10

小清水小学校 給食センター軽四車庫 0.00 0 0 0 0 0 0 16

小計 11.00 58,386 2,180 20,458 81,024 0 81,024 7,106

小清水中学校 校舎 1.00 3,694 1,817 19,654 25,165 0 25,165 4,137

小清水中学校 屋体・武道場 0.00 0 0 1,970 1,970 0 1,970 1,999

小清水中学校 物置 0.00 0 0 0 0 0 0 39

小清水中学校 物置 0.00 0 0 0 0 0 0 79

小清水中学校 グラウンドトイレ 0.00 0 0 0 0 0 0 16

小計 1.00 3,694 1,817 21,624 27,135 0 27,135 6,270

12.00 62,080 3,997 42,082 108,159 0 108,159 13,376小学校・中学校の合計

施設名称 建物名称
常駐管理
人数

延べ床面積
（㎡）

町の負担額
（経費と収入の差）

（千円/年）

施設名称 建物名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

小清水小学校 校舎 5,041 鉄筋コンクリート造 60 2 0.03

小清水小学校 屋体（児童クラブ室含） 1,513 鉄筋コンクリート造 60 2 0.03

小清水小学校 給食センター 462 鉄筋コンクリート造 60 2 0.03

小清水小学校 物置 19 木造 40 21 0.53

小清水小学校 物置 45 木造 40 2 0.05

小清水小学校 バス待合所 10 木造 40 2 0.05

小清水小学校 給食センター軽四車庫 16 亜鉛メッキ鋼板 30 2 0.07

小清水中学校 校舎 4,137 鉄筋コンクリート造 60 1 0.02

小清水中学校 屋体・武道場 1,999 鉄骨造・鉄筋コンクリート造/鉄骨造 60 2 0.03

小清水中学校 物置 39 木造 40 2 0.05

小清水中学校 物置 79 木造 40 1 0.03

小清水中学校 グラウンドトイレ 16 木造 40 22 0.55

老朽化率

1.00 2.0
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3－2－6  子育て支援施設の現状 

(1) 施設の概況 

子育て支援施設としては、小清水地区の「小清水町立保育所」と、止別地区の「止別

へき地保育所」がある。 

いずれも 1970年代に建てられた古い施設となっている。 

 

表 3-22 町内の子育て支援施設 

施設/建物 名称 地区 
延べ床面積
（㎡） 

建築年 構造 

小清水町立保育所 
（保育所） 

小清水 849 1971 ブロック一部鉄骨造 

小清水町立保育所 
（０歳児保育施設） 

小清水 56 1972 コンクリートブロック

止別へき地保育所 止別 262 1975 木造 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 小清水町立保育所 

 

(2) 建物の劣化状況 

「小清水町立保育所」は建築後 40 年以上経過している。「止別へき地保育所」も建

築後 40年近く経過し、老朽化率も高くなっている。 

 

表 3-23 子育て支援施設の建物劣化状況 

 

 

 

  

施設名称 建物名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

小清水町立保育所 小清水保育所 849 ブロック一部鉄骨造 50 43 0.86

小清水町立保育所 ０歳児保育施設 56 コンクリートブロック 50 42 0.84

止別へき地保育所 262 木造 40 39 0.98

老朽化率

1.00 2.0
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(3) 施設の利用状況 

「小清水町立保育所」の児童数は 79人、「止別へき地保育所」では 12人となってい

る。小清水町立保育所では 0 歳児保育についても現在は保育所（主棟）で対応してい

るため、「0歳児保育施設」は保育には使用しておらず、物品庫として使用している。 

表 3-24 子育て支援施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 施設のコスト状況 

施設の維持管理にかかる年間経費は、「小清水町立保育所」では年間約 800万円とな

っており、その内訳は委託管理料と光熱費が多くを占めている。また、「止別へき地保

育所」の維持管理にかかる年間経費は年間約 100万円である。 

下表のとおり、保育料等の収入は「小清水町立保育所」で約 2,100 万円、「止別へき

地保育所」では約 200 万円である。施設管理でなく保育業務に携わる職員であるため

下表には含まれていないが、「小清水町立保育所」で 13 人、「止別へき地保育所」で 2

人の職員が勤務しており、それらの人件費も町が別途負担している。 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 子育て支援施設の年間経費 

表 3-25 子育て支援施設の収支状況 

 

 

 

 

  

施設名称 建物名称  貸付の有無
利用料収入
（年間）
（千円）

日平均
利用者数
（人／日）

利用者数の備考 未利用空間比率

小清水町立保育所 小清水保育所 無し 20,898 79 利用者数は児童数 0%

小清水町立保育所 ０歳児保育施設 無し 0 0 100%

止別へき地保育所 無し 1,890 12
収入はへき地保育
所使用料、利用者
数は児童数

0%

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

小清水町立保育所

止別へき地保育所

（千円／年）

管理委託料 その他経費 光熱費

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

小清水町立保育所 委託 1.00 3,402 972 3,741 8,115 20,898 -12,783 905 -14,117

止別へき地保育所 委託 0.00 273 206 550 1,029 1,890 -861 262 -3,281

町の負担額
（経費と収入
の差）

（千円/年）

延べ床面積
（建物合計）
（㎡）

面積あたりの
町負担額
（円/㎡）

施設名称 管理形態
常駐管理
人数
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3－2－7  保健福祉施設の現状 

(1) 施設の概況 

町内の保健福祉施設としては、特別養護老人ホーム「愛寿苑」と、通所介護サービス

と高齢者の入居サービスを実施している「高齢者生活福祉センター」の２施設がある。 

「愛寿苑」については建築後 40年が経過し、多くの入居希望者が待機していること

から移転改築事業を実施中である。 

 

表 3-26 町内の保健福祉施設 

施設/建物 名称 地区 
延べ床面積

（㎡） 
建築年 構造 

愛寿苑 小清水 1,455 1979 鉄筋コンクリート構造 

高齢者生活福祉センター 共和 1,606 1998 鉄筋コンクリート構造 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-18 愛寿苑 左：現施設  右：移転改築完成イメージ 

右図出典：「愛寿苑改築概要説明書」（H26.2（株）ドーコン） 

 

(2) 建物の劣化状況 

経過年数で見ると、「愛寿苑」は建築後 40年近くが経過しているが、「高齢者生活福

祉センター」は建築後 16年と新しい建物となっている。 

 

表 3-27 保健福祉施設の建物劣化状況 

 

 

 

  

施設名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

愛寿苑 1,455 鉄筋コンクリート造 60 35 0.58

高齢者生活福祉センター 1,606 鉄筋コンクリート造 60 16 0.27

老朽化率
1.00 2.0
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(3) 施設の利用状況 

「愛寿苑」は入所定員 58 人（入居 50 床、ショートステイ 8 床）に対して、利用者

数（入所者数）は 58人と常に満員の状態となっている。多くの入居希望の方が入所待

機をしており、施設容量の拡大が喫緊の課題となっていることから、現在、容量拡大に

向けた移転改築事業を進めているところである。 

「愛寿苑」の新施設は定員 80 人（入居 70 床、ショートステイ 10 床）で、平成 27

年度中に供用開始の予定である。 

 

表 3-28 保健福祉施設の利用状況 

 

 

 

 

 

(4) 施設のコスト状況 

「愛寿苑」の施設の維持管理にかかる年間経費は、約 5,200万円であり、その内訳は

管理委託料（診察・給食・清掃・設備点検補修など）と光熱費が多くを占めている。「高

齢者生活福祉センター」は年間約 1,900万円の経費がかかっており、その殆どは管理委

託料であるが、指定管理施設であるため管理委託料には光熱費支出を含み、利用料収入

を差し引いた値となっている。 

直営施設と指定管理施設の違いで経費の構成内容は異なるが、面積あたりの町負担額

で比較すると、「愛寿苑」は約 17,000 円/㎡、「高齢者生活福祉センター」は約 12,000

円/㎡と、面積あたりの負担額は「愛寿苑」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

図 3-19 保健福祉施設の年間経費 

 

表 3-29 保健福祉施設の収支状況 

 

 

 

  

施設名称  貸付の有無
利用料収入
（年間）
（千円）

日平均
利用者数
（人／日）

利用者数の備考
未利用
空間比率

愛寿苑 無し 26,557 58 0 0%

高齢者生活福祉センター 無し 0 － データ無し 0%

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

愛寿苑

高齢者生活福祉センター

（千円／年）

管理委託料 その他経費 光熱費

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

愛寿苑 直営 2.00 38,556 825 12,591 51,972 26,557 25,415 1,455 17,472

高齢者生活福祉センター 指定管理 1.00 18,178 500 0 18,678 0 18,678 1,606 11,628

町の負担額
（経費と収入
の差）

（千円/年）

延べ床面積
（㎡）

面積あたりの
町負担額
（円/㎡）

施設名称 管理形態
常駐管理
人数
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3－2－8  行政系施設の現状 

(1) 施設の概況 

小清水町の役場庁舎は 1962年の建築で、既に建築後 50年あまりが経過している。2007年

には内装外装の改修を行ったが、構造躯体の改修は行っておらず、耐震性能の課題が残ってい

る。 

また、旧教育委員会庁舎は 1975年の建築であるが、2014年に書庫に転用するため内装の改

修が行われた。 

そのほか庁舎以外にも車庫や書庫など施設があり、中には建築後 50 年以上経過したものも

ある。 

 

表 3-30 町内の行政系施設 

建物名称 
延べ床面積 

（㎡） 
建築年 構造分類名 

役場庁舎 1,399 1962 鉄筋コンクリート構造 

旧教育委員会庁舎 598 1975 鉄骨・鋼構造 

止別建設車輌車庫 545 2012 鉄骨・鋼構造 

書庫（平成 26 年度中解体予定） 332 1975 注 木構造・木質構造 

建設機械車庫 NO1 316 1963 ブロック造 

公用車車庫 NO2 308 1976 鉄骨・鋼構造 

建設機械車庫 NO2 190 1976 鉄骨・鋼構造 

止別建設車輌車庫（Ｄ型） 194 1975 注 鉄骨・鋼構造 

第２分団庁舎兼車庫 176 1992 鉄骨・鋼構造 

第３分団庁舎兼車庫 133 1994 鉄骨・鋼構造 

旧網走土現倉庫 125 1975 注 鉄骨・鋼構造 

止別出張所 63 1992 木構造・木質構造 

倉庫（旧橘所有） 33 1970 注 ブロック造 

公用車車庫 NO3 15 2003 鉄骨・鋼構造 

 注：表内４施設は建築年不明につき推定年。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-20 写真左：役場庁舎    右：旧教育委員会庁舎 
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(2) 建物の劣化状況 

経過年数で見ると「役場庁舎」「建設機械車庫 No1」が建築後 40 年以上経過してい

る。「役場庁舎」については、2007年に内装外装の改修を行ったが、構造躯体の改修は行

っていない。 

表 3-31 行政系施設の劣化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 灰色セル：４施設は建築年不明につき推定年に基づく値。 

 

(3) 施設のコスト状況 

施設の多くは直営であるが、「第 2分団と第 3分団の庁舎兼車庫」については管理委

託を行っている。 

施設の維持管理にかかる年間経費が最も大きいのは「役場庁舎」であり、年間約 1,300

万円の負担となっている。 

 

表 3-32 行政系施設のコスト状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：一般職員は常駐管理人数に含まない。 

  

施設名称
延べ床面積
（㎡）

構造
耐用年数
（年）

経過年数
（年）

老朽化率

役場庁舎 1,399 鉄筋コンクリート 60 52 0.87

旧教育委員会庁舎 598 鉄骨造 50 39 0.78

止別建設車輌車庫 545 鉄骨造 50 2 0.04

書庫 332 木造 40 39 0.98

建設機械車庫NO1 316 ブロック造 50 51 1.02

公用車車庫NO2 308 鉄骨造 50 38 0.76

止別建設車輌車庫（Ｄ型） 194 鉄骨造 50 39 0.78

建設機械車庫NO2 190 鉄骨造 50 38 0.76

第２分団庁舎兼車庫 176 鉄骨造 50 22 0.44

第３分団庁舎兼車庫 133 鉄骨造 50 20 0.40

旧網走土現倉庫 125 鉄骨造 50 39 0.78

止別出張所 63 木造 40 22 0.55

倉庫（旧橘所有） 33 ブロック造 50 44 0.88

公用車車庫NO3 15 鉄骨造 50 11 0.22

老朽化率

1.00 2.0

（H26解体予定）

年間経費 （千円/年）

管理委託
料

その他経
費

光熱費
年間経費
合計

年間収入
（千円/年）

町の負担額
（千円/年）

役場庁舎 直営 0.00 0 7,966 5,189 13,155 0 13,155 1,399 9,403

旧教育委員会庁舎 直営 0.00 0 216 419 635 68 567 598 949

止別建設車輌車庫 委託(無償貸付) 2.00 128 0 0 128 0 128 545 235

書庫 直営 0.00 0 0 0 0 0 0 332 0

建設機械車庫NO1 直営 0.00 0 0 0 0 0 0 316 0

公用車車庫NO2 直営 0.00 0 0 30 30 0 30 308 97

止別建設車輌車庫（Ｄ型） 委託(無償貸付) 0.00 0 0 0 0 0 0 194 0

建設機械車庫NO2 直営 0.00 0 0 0 0 0 0 190 0

第２分団庁舎兼車庫 管理業務委託 2.00 830 0 613 1,443 1 1,442 176 8,208

第３分団庁舎兼車庫 管理業務委託 1.00 650 0 531 1,181 0 1,181 133 8,890

旧網走土現倉庫 直営 0.00 0 0 0 0 0 0 125 0

止別出張所 直営 0.00 0 0 23 23 0 23 63 364

倉庫（旧橘所有） 直営 0.00 0 0 14 14 0 14 33 423

公用車車庫NO3 － 0.00 0 0 0 0 0 0 15 0

面積あたりの
町負担額
（円/㎡）

施設名称 管理形態
常駐管理
人数

延べ床面積
（㎡）

（H26解体予定）
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3－2－9  公営住宅の現状 

(1) 施設の概況 

小清水町の所有する公営住宅は、周辺町村と比較すると多くはないものの、全部で 84 棟、

延べ床面積の合計は約 21,000㎡である。 

1990年代に建てられた住棟には、最も延べ床の大きい「南団地」や「小清水団地」などがあ

り、また 2000年以降にも「若木団地」「新止別団地」の住棟が建築されている。 

一方、1970年前後に建てられた住棟には「桜ヶ丘団地」「緑ヶ丘団地」「はまなす団地」な

どがあり、建築から４０年あまりが経過している。 

 

表 3-33 町内の公営住宅の現状 

施設名・団地名 棟数※1 総延べ床※1 入居率※2 建築年 

南団地 4 6,548 100% 1995～2000 

小清水団地 14 4,439 100% 1991～1994 

若木団地 4 2,533 100% 2007～2009 

桜ヶ丘団地 14 2,227 71% 1969～1975 

緑ヶ丘団地 9 1,213 75% 1965～1969 

新浜小清水団地 6 1,152 100% 1999～2001 

新止別団地 7 1,112 100% 2003～2005 

地域特別賃貸住宅 旭野 5 390 100% 1987～1994 

はまなす団地 2 324 88% 1972 

新浜小清水Ｂ団地 2 318 100% 2003～2004 

地域特別賃貸住宅 中斗美 6 461 100% 1984～1998 

地域特別賃貸住宅 止別 4 295 100% 1975～1991 

地域特別賃貸住宅 桜ヶ丘 4 225 100% 1974 

地域特別賃貸住宅 ７区 2 109 100% 1972～1973 

地域特別賃貸住宅 美和 1 56 100% 1972 

＜＜合計＞＞ 84 21,402 95%  

※１：棟数、総延べ床には団地集会所を除く。面積の単位は㎡。 
※２：入居率は平成 25年度の棟別入居率を延べ床面積加重平均した値。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-21 公営住宅の建築年別床面積 
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図 3-22 小清水市街における公営住宅分布 
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3－2－10  その他施設の現状 

(1) その他施設の概況 

「その他施設」には、「職員住宅」「教員住宅」「牧場」「交通施設」「葬斎場」などがあ

る。 

表 3-34 町内のその他施設 

小分類 施設 棟数 合計延べ床 

（㎡） 

建築年 

職員住宅 職員住宅 29 1,955 1964～1973 

教員住宅 小清水小学校教員住宅 3 218 1973～2011 

 小清水中学校教員住宅 13 861 1977～2005 

牧場 町営牧場ほか 10 3,927 1967～2010 

交通施設 交通ターミナルほか 2 152 1988～1998 

葬斎場 小清水町葬斎場 1 460 2001 

その他 卸売センター、貸付施設、旧小学校ほか 9 2,075 1967～1983 

 

(2) 職員住宅・教員住宅施設の現状 

「その他施設」のうち小清水町が所有する「職員住宅」は 29 棟、合計延べ床は約 2,000 ㎡

である。1964年から 1973年にかけて建てられ、建築から 40年あまりが経過している。 

「教員住宅」は小学校と中学校を合わせて 16棟あり、大部分は 2000年以降の建築である。 

また、上記の町有施設のほかに、小清水高校の教員住宅が 18 棟あり、北海道から町へ移管

することが予定されている。これら小清水高校の教員住宅は、建築から概ね 20 年程度経過し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-23 職員住宅・教員住宅の建築年別床面積 
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表 3-35 町内の職員住宅・教員住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

分類 建物名称 地区 延べ床面積（㎡） 建築年

職員住宅 職員住宅（２号） 小清水 133 1964

職員住宅（３４号） 小清水 55 1965
職員住宅（３号） 小清水 107 1964
職員住宅（４１号） 小清水 55 1967
職員住宅（４２号） 小清水 55 1967
職員住宅（４５号） 小清水 58 1969
職員住宅（４６号） 小清水 55 1969
職員住宅（４７号） 小清水 55 1969
職員住宅（４９号） 小清水 55 1970
職員住宅（５０号） 小清水 55 1970
職員住宅（５１号） 小清水 55 1970
職員住宅（５２号） 小清水 55 1971
職員住宅（５３号） 小清水 55 1971
職員住宅（５４、５５号） 小清水 109 1971
職員住宅（５６、５７号） 小清水 109 1971
職員住宅（５８，５９号） 小清水 112 1971
職員住宅（５号） 小清水 88 1966
職員住宅（６３号） 小清水 56 1972
職員住宅（６４号） 小清水 56 1972
職員住宅（６５号） 小清水 56 1972
職員住宅（６６号） 小清水 56 1972
職員住宅（６７号） 小清水 56 1973
職員住宅（６８号） 小清水 56 1973
職員住宅（６９号） 小清水 56 1973
職員住宅（６号） 小清水 65 1964
職員住宅（７０号） 小清水 56 1973
職員住宅（７５号） 小清水 55 1973
職員住宅（７６号） 小清水 55 1973
職員住宅（７号） 小清水 65 1965

教員住宅 小清水小学校教員住宅（１号） 小清水 88 2011
小清水小学校教員住宅（４号） 小清水 75 2011
小清水小学校教員住宅（１８号） 小清水 55 1973
小清水中学校教職員住宅（２１号） 小清水 55 1977
小清水中学校教職員住宅（２２号） 小清水 92 1981
小清水中学校教職員住宅（２３号） 小清水 75 1994
小清水中学校教職員住宅（２４号） 小清水 64 2003
小清水中学校教職員住宅（２５号） 小清水 64 2003
小清水中学校教職員住宅（２６号） 小清水 64 2003
小清水中学校教職員住宅（２７号） 小清水 64 2003
小清水中学校教職員住宅(A-1)30号 小清水 64 2004
小清水中学校教職員住宅(A-2)31号 小清水 64 2004
小清水中学校教職員住宅(A-3)33号 小清水 64 2005
小清水中学校教職員住宅(B-1)28号 小清水 64 2004
小清水中学校教職員住宅(B-2)29号 小清水 64 2004
小清水中学校教職員住宅(B-3)32号 小清水 64 2004

【参考】 小清水高校教員住宅 小清水 84 1988
高校教員住宅 小清水高校教員住宅 小清水 68 1988
（移管予定） 小清水高校教員住宅 小清水 68 1988

小清水高校教員住宅 小清水 68 1988
小清水高校教員住宅 小清水 66 1988
小清水高校教員住宅 小清水 66 1988
小清水高校教員住宅 小清水 66 1988
小清水高校教員住宅 小清水 66 1988
小清水高校教員住宅 小清水 66 1992
小清水高校教員住宅 小清水 66 1992
小清水高校教員住宅 小清水 66 1992
小清水高校教員住宅 小清水 66 1992
小清水高校教員住宅 小清水 61 1994
小清水高校教員住宅 小清水 61 1994
小清水高校教員住宅 小清水 61 1994
小清水高校教員住宅 小清水 61 1994
小清水高校教員住宅 小清水 72 1999
小清水高校教員住宅 小清水 72 1999
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3－2－11  小清水市街地の現状 

小清水市街地は、おおまかには市街地東側のスポーツゾーンと国道沿いの公共・商業集積ゾ

ーンという地区構成になっている。 

国道沿いの公共・商業集積ゾーンは、役場や中央公民館などがある北側の核とコミュニティ

プラザや小清水小学校や愛寿苑などがある南側の核という拠点を持っている。 

市街地の縁辺部には公営住宅が配置され、住居ゾーンの一部を形成している。 

 

 

表 3-36 小清水市街地の主な公共施設※1 

用途区分 施設名称 建築年※２ 

10市民文化系 ２１交流館 2001 

 コミュニティプラザ 1996 

 共和・上徳住民センター 2005 

 自治会貸付建物（旧小松田住宅） 1974 

 自治会貸付建物（桜ヶ丘団地集会所） 1976 

 自治会貸付建物（緑ヶ丘団地集会所） 1976 

 小清水団地 集会所 1994 

 多目的研修集会施設 1985 

 中央公民館 1965 

 南団地 集会所 2000 

 美和住民センター 1997 

11社会教育系 石倉倉庫 1933 

12スポーツ・観光系 ふれあいアリーナ 1995 

 ふれあいセンター 1993 

 多目的運動場 1985 

 町営野球場 2004 

 町民プール 1990 

 農業者トレーニングセンター 1982 

 武道館 1971 

13産業系 農業資材保管施設 2005 

14学校教育系 小清水小学校 2012 

 小清水中学校 2013 

15子育て支援 小清水町立保育所 1971 

16保健福祉 愛寿苑 1979 

16保健福祉 高齢者生活福祉センター 1998 

18行政系 役場庁舎 1962 

 教育委員会庁舎 1975 

 旧網走土現倉庫 1975 

 建設機械車庫No1  1963 

 建設機械車庫No2 1976 

 公用車車庫No2 1976 

 書庫 1975 

22その他 旧歯科診療所 1971 

 魚菜卸売センター 1967 

 交通ターミナル 1998 

※１：100㎡未満の建物を除く。公営住宅と職員住宅、上下水道施設を除く。 

※２：施設の主たる建物の建築年。 
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図 3-24 小清水市街地の主な公共施設配置（用途別） 
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図 3-25 小清水市街地の主な公共施設配置（建築年代別） 

注：複数棟がある施設については主となる建築物の建築年代で色分けしている。 

  



 

 48

 

3－2－12  建物の劣化状況のまとめ 

(1) 建物の劣化状況 

老朽化率が 1以上の建物には小規模なものが多い状況ですが、経過年数で見ると「役場庁舎」

「中央公民館」という建築から長い年月が経過している大規模建物がある。 

 

表 3-37 老朽化率の高い建物（老朽化率 1.0 以上を掲載） 

施設名称 建物名称 大分類 所在地区 経過年数 老朽度 延べ床面
積（㎡）

石倉倉庫 11社会教育系 小清水 81 1.62 264
魚菜卸売センター 22その他 小清水 47 1.18 255
職員住宅 （４５号） 22その他 小清水 45 1.13 58
旧ごみ処理場 作業員休憩舎 21供給処理 美和 33 1.10 26
職員住宅 （58，59号） 22その他 小清水 43 1.08 112
地域特別賃貸住宅 7区川東2号棟 19公営住宅 小清水 42 1.05 55
武道館 弓道矢場 12スポーツ・観光系 小清水 42 1.05 40
小清水小学校教員住宅 （１８号） 22その他 小清水 41 1.03 55
職員住宅 （７５号） 22その他 小清水 41 1.03 55
職員住宅 （７６号） 22その他 小清水 41 1.03 55
地域特別賃貸住宅 7区川東1号棟 19公営住宅 小清水 41 1.03 55
建設機械車庫NO1 18行政系 小清水 51 1.02 316
旧小松田住宅 旧小松田住宅 10市民文化系 小清水 40 1.00 110
職員住宅 （２号） 22その他 小清水 50 1.00 133
職員住宅 （３号） 22その他 小清水 50 1.00 107
職員住宅 （６号） 22その他 小清水 50 1.00 65

 

表 3-38 経過年数が長い建物（築後 45 年超を掲載） 

施設名称 建物名称 大分類 所在地区 経過年数 老朽度 
延べ床面
積（㎡）

石倉倉庫 石倉倉庫 11社会教育系 小清水 81 1.62 264
役場庁舎 役場庁舎 18行政系 小清水 52 0.87 1,399
建設機械車庫NO1 建設機械車庫NO1 18行政系 小清水 51 1.02 316
職員住宅 （２号） 22その他 小清水 50 1.00 133
職員住宅 （３号） 22その他 小清水 50 1.00 107
職員住宅 （６号） 22その他 小清水 50 1.00 65
職員住宅 （３４号） 22その他 小清水 49 0.98 55
職員住宅 （７号） 22その他 小清水 49 0.98 65
中央公民館 中央公民館 10市民文化系 小清水 49 0.82 1,084
緑ヶ丘団地 １号棟 19公営住宅 小清水 49 0.98 134
緑ヶ丘団地 ２号棟 19公営住宅 小清水 49 0.98 134
職員住宅 （５号） 22その他 小清水 48 0.96 88
小清水地区配水池 小清水地区配水池 23上水道 小清水 48 0.96 20
小清水地区着水井 小清水地区着水井 23上水道 小清水 48 0.96 8
魚菜卸売センター 魚菜卸売センター 22その他 小清水 47 1.18 255
職員住宅 （４１号） 22その他 小清水 47 0.94 55
職員住宅 （４２号） 22その他 小清水 47 0.94 55
美和牧場 監視人詰所 22その他 美和 47 0.94 20
緑ヶ丘団地 ３号棟 19公営住宅 小清水 47 0.94 132
緑ヶ丘団地 ４号棟 19公営住宅 小清水 47 0.94 132
保育所 旧旭野へき地保育所 22その他 東野 46 0.92 188
緑ヶ丘団地 ５号棟 19公営住宅 小清水 46 0.92 135 
緑ヶ丘団地 ６号棟 19公営住宅 小清水 46 0.92 135 
緑ヶ丘団地 ７号棟 19公営住宅 小清水 46 0.92 135 
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(2) 老朽施設の建物現況 

① 建物現況調査の概要 

公共施設のうち、建築後経過年数が長く、規模の大きい建物である「中央公民館」と「役

場庁舎」について、現地調査により施設の部位ごとの劣化状況把握を行った。 

 

表 3-39 調査対象・調査項目 

施設 建物 調査項目＜共通＞ 

中央公民館 本棟 
施設情報（施設管理者アンケート等で把握済） 

棟別情報（基本情報は施設管理者アンケート等で把

握済。バリアフリー化状況等の確認を現

地調査する） 

棟別部材別の劣化状況 

役場庁舎 
庁舎 

（既存棟） 

 
分庁舎 

（増築分） 

 

表 3-40 外観目視による劣化度判断基準 

劣化度 区分 状態の例 

1 健全 
劣化状況がほとんど認められない状態。 

設備更新・改修を行って間もない状態。 

2 機能上問題無し 
外壁はヘアークラックや白華現象程度、屋根は塗装の剥

がれ程度といった定期的な補修をすれば問題無い状態。

3 
機能維持に補修 

が必要 

外壁のひび割れや部材の傷みなど、このままでは雨漏り

や剥落、水漏れなどの問題が生じる可能性がある状態。

4 機能上問題あり 
屋根の雨漏りや、外壁の剥落・鉄筋露出、機器効率の低

下など問題が顕在化している状態。 
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② 中央公民館の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

01　中央公民館 現地調査シート01

　施設情報

施設名称 　中央公民館

管財台帳番号 　0225-001

所管課 　小清水町生涯学習課

所在 　小清水町字小清水224

緯度・経度 43.857194　・ 144.462735

総延べ床面積 1,083.81 ㎡

備考

　棟別情報

棟番号 1 2 3

棟名称 本棟

構造 鉄筋コンクリート造

建築年（西暦） 1965年

階数 ２階建

延べ床面積（㎡） 1,083.81

建築面積（㎡） 582.31

当時の建設費（千円） 40,070

共済基準額（千円） 298,100

耐震基準 不適合

バリアフリー化 未整備

障がい者用トイレ 未整備

エレベーター 未整備（EV無し）

入口段差 整備済み（スロープ）

内部段差・開口幅 整備済み

その他改善箇所

　施設配置図
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01　中央公民館 1本棟 ＜劣化度調査＞ シート02

外部 屋根 外壁 玄関等 外部設備 他

構造
・仕様

防水サイディング モルタル

改修履歴

2 3 2 4 0

機能上問題無し 機能維持に補修が必要 機能上問題無し 機能上問題あり -

所見 現状問題なし
ヘアークラック多数。
柱基礎部のコンクリート破
壊。

現状問題なし
外構部破壊あり。
外階段劣化。

写真①

写真②

内部 床・内壁・天井 建具 電気・照明 暖房・空調 給湯・水道・衛生

構造
・仕様

床：タイル・畳
温水セントラル暖房
一部ファンヒーター

ガス給湯器
受水槽無・ポンプ無

改修履歴

3 3 3 3 4

機能維持に補修が必要 機能維持に補修が必要 機能維持に補修が必要 機能維持に補修が必要 機能上問題あり

所見
壁のクラック（仕上げ・躯体
共）、天井及び壁の塗装剥
げ

窓内枠の塗装剥げ スイッチの破損あり 耐用年数の経過
バリアフリー対応トイレの
設置無し

写真①

写真②

総括

外壁目視検査でクラックが多数見受けられた。クラックによる内部鉄筋の腐食発生や構造耐力度低下が考えられる。また公民館は用途上、バリアフ
リー法の法適合について努力義務があるが、ＥＶ及び多目的トイレの設置がなされていないため、新たに整備することが望ましい。暖房設備や電気
設備についても今後機能維持のために修繕が必要と考えられる。

2010年
屋上防水修繕
（2,520千円）

2011年
外壁等修繕
（2,415千円）

2011年
ブラインド改修
（334千円）

2006年
電気工作物及び北電変更
電気供給改修
（1,197千円）

劣化度

劣化度
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③ 役場庁舎の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

02　役場庁舎 現地調査シート01

　施設情報

施設名称 　役場庁舎

管財台帳番号 　0001-001

所管課 　小清水町　総務課

所在 　小清水町　字小清水217-1

緯度・経度 43.85675　・ 144.462115

総延べ床面積 1,399.01 ㎡

備考 　2007年に大規模改修を実施（改修費198,578千円）

　棟別情報

棟番号 1 2 3

棟名称 本棟 分庁舎（増築分）

構造 鉄筋コンクリート造 プレハブ

建築年（西暦） 1962年

階数 ２階建 ２階建

延べ床面積（㎡） 1,100 300

建築面積（㎡） 788 215

当時の建設費（千円） 22,520

共済基準額（千円） 347,821

耐震基準 不適合

バリアフリー化 未整備 未整備

障がい者用トイレ 整備済み 未整備

エレベーター 未整備 未整備

入口段差 整備済み 未整備

内部段差・開口幅 整備済み 未整備

その他改善箇所

　施設配置図
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02　役場庁舎 1本棟 ＜劣化度調査＞ シート02

外部 屋根 外壁 玄関等 外部設備 他

構造
・仕様

シート防水、一部金属板 モルタル、一部サイディング

改修履歴

3 3 3 2 0

機能維持に補修が必要 機能維持に補修が必要 機能維持に補修が必要 機能上問題無し -

所見 部分的に水たまりが有る
ひび割れがある（躯体仕上
げ共）、塗装剥がある

職員玄関床に
クラックがある

現状問題なし

写真①

写真②

内部 床・壁・天井 建具 電気・照明 暖房・空調 給湯・水道・衛生

構造
・仕様

床：合成樹脂

壁：石膏ボード+塗装

天井：化粧石膏ボード
電気エアコン

電気給湯器
受水槽無・ポンプ無

改修履歴

2 2 1 1 2

機能上問題無し 機能上問題無し 健全 健全 機能上問題無し

所見
柱にクラックがある（躯体・
仕上げ共）

現状問題なし 現状問題なし 現状問題なし 現状問題なし

写真①

写真②

総括

外壁目視検査でクラックが多数見受けられた。また、柱にもクラックが見受けられたため、内部鉄筋の腐食発生や構造耐力度の著しい低下が考えら
れる。また役場庁舎は用途上、バリアフリー法の法適合について努力義務があるが、ＥＶの設置がなされていないため、新たに整備することが望まし
い。

（2007年大規模改修） （2007年大規模改修） （2007年大規模改修） （2007年大規模改修）

（2007年大規模改修） （2007年大規模改修） （2007年大規模改修） （2007年大規模改修） （2007年大規模改修）

劣化度

劣化度
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02　役場庁舎 2分庁舎（増築分） ＜劣化度調査＞ シート02

外部 屋根 外壁 玄関等 外部設備 他

構造
・仕様

折板表し屋根 サイディング
床　 ：タイル
建具：AD

土留め：鋼矢板

改修履歴

3 4 2 3 0

機能維持に補修が必要 機能上問題あり 機能上問題無し 機能維持に補修が必要 -

所見 ・部分的な錆、変形がある
部分的に外壁材の剥落
がある

現状問題なし
土に接する部分の
腐食、錆がある

写真①

写真②

内部 床・壁・天井 建具 電気・照明 暖房・空調 給湯・水道・衛生

構造
・仕様

床：ビニルタイル

壁：クロス張り

天井：化粧石膏ボード
石油ファンヒーター・エアコン給湯：ガス給湯

改修履歴

2 2 2 3 2

機能上問題無し 機能上問題無し 機能上問題無し 機能維持に補修が必要 機能上問題無し

所見 現状問題なし 現状問題なし 現状問題なし
屋外灯油タンクの腐食が
ある。耐用年数の経過。

現状問題なし

写真①

写真②

総括

外壁の部分的な剥落劣化があり、美観を損ねる他、水密気密性の機能低下が考えられる。また、暖房設備は耐用年数経過及び屋外タンクの腐食な
どが見受けられたため、機能維持のための修繕が必要と考えられる。分庁舎は不特定多数の利用は想定されないためバリアフリー法の法適合につ
いて努力義務は無いと考えられるが、役場庁舎との一体的な利用を想定し、バリアフリー法の基準を満たすことが望ましいと考えられる。

劣化度

劣化度
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④ 考察 

中央公民館は 1965 年に建築され、約 50 年が経過している。現地調査の結果、外壁や基礎

のひび割れなどの不具合が見られ、耐震補強も実施されておらず耐震性の課題も大きいこと

から、施設更新を検討する必要がある。 

一方、役場庁舎の既存棟は中央公民館より古い 1962 年の建築であるが、2007 年に大規模

改修工事を行っているため、外壁のひび割れなどはあるものの、今回の外観目視調査の限り

においては概ね良好な状態と見られた。 

しかし、2007 年に行った工事内容は下写真のとおり内装材の張り替えなどであり、柱など

の構造を強化する対策はとられていない。そのため建築後 50 年以上が経過し、コンクリート

の中性化や鉄筋の腐食などが内部で進行している可能性が極めて高く、たとえ外観目視調査

の状態が良好であっても 1981 年の新耐震基準（建築基準法施行令）の約 20 年前に造られた

建物であるため、現在の耐震基準を満たしていないという課題がある。 

また、プレハブ構造の庁舎増築棟は、現地調査を行った結果、積雪や経年劣化により外壁

材の剥がれや鉄骨の腐食などの不具合が見られ、同棟についても更新すべき時期を迎えてい

る。 

防災の観点からは、避難場所である中央公民館と防災拠点である役場庁舎が脆弱な状態に

ある現状は、住民の生命と財産を守るという地方自治の本旨に照らせば由々しき事態である。 

そのため、中央公民館と役場庁舎の２施設については、施設マネジメントの観点からも防

災上の観点からも、早急に町の安全・安心な中心拠点として一体的に再生する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-26 役場庁舎の大規模改修工事の様子 
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3－2－13  施設の利用状況のまとめ 

(1) 不特定利用者 

不特定の方が利用する施設である「10市民文化系施設」「11社会教育系施設」「12スポー

ツ観光系施設」「13産業系施設」について、日平均利用者数を整理する。 

利用者数を把握していない施設もあるが、把握している限りでは利用者数が最も多い施設は

「原生花園」で、次いで「活性化センター（道の駅）」の利用者数が多く、また「ふれあいセ

ンター」「ハイランド小清水７２５」の利用者も多い状況である。 

 

表 3-41 施設別利用者数（不特定利用者） 

施設名 大分類 
建物合計延べ 
床面積（㎡） 

日平均利用者数 
（人/日） 

原生花園 12スポーツ・観光系 1,088 1,000
活性化センター 13産業系 1,002 807
ふれあいセンター 12スポーツ・観光系 2,910 216
ハイランド小清水７２５ 12スポーツ・観光系 235 200
パークゴルフ場 12スポーツ・観光系 91 69
多目的研修集会施設 10市民文化系 2,062 66
農業者トレーニングセンター 12スポーツ・観光系 2,236 58
中央公民館 10市民文化系 1,084 51
町民スキー場 12スポーツ・観光系 49 48
コミュニティプラザ 10市民文化系 1,790 42
町民プール 12スポーツ・観光系 1,107 41
小清水町郷土資料館 11社会教育系 1,747 28.1
多目的運動場 12スポーツ・観光系 136 27
ふれあいアリーナ 12スポーツ・観光系 1,000 22
フレトイ展望台 12スポーツ・観光系 219 21

注：20人以上の 15施設を掲載 

 

(2) 特定利用者 

主に特定の方が利用する施設である「15 子育て支援施設」「16 保健福祉施設」について、

利用者数（児童数・入居者数）を示す。 

利用者数を把握していない施設もあるが、把握している限りでは、利用者数が最も多い施設

は「小清水町立保育所」で、次いで多い施設は「愛寿苑」となっている。 

 

表 3-42 施設別利用者数（特定利用者） 

施設名 大分類 
建物合計延べ 
床面積（㎡） 

日平均利用者数 
（人/日） 

小清水町立保育所 15子育て支援 905 79
愛寿苑 16保健福祉 1,455 58
止別へき地保育所 15子育て支援 262 12
高齢者生活福祉センター 16保健福祉 1,606 －
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3－2－14  施設のコスト状況のまとめ 

(1) 個々の施設のコスト状況 

施設分類別に施設の維持管理にかかる年間コストを示す。ただし、施設の維持管理のための

コストであり、教職員や保育士の人件費など事業運営にかかるコストや、建て替えや大規模改

修のコストは含まれていないことに注意が必要である。 

「14学校教育系施設」にかかるコストが多く、次いで「16保健福祉施設」や「10市民文化

系施設」などでコストが多くなっている。 

表 3-43 施設分類別のコスト 

大分類 
建物合計延べ 
床面積（㎡） 

年間経費合計 
（千円/年） 

建物延べ床面積 
あたり経費 
（円/㎡年） 

10市民文化系 13,535 69,632 5,144 
11社会教育系 2,011 1,219 606 
12スポーツ・観光系 10,366 65,983 6,366 
13産業系 1,675 9,608 5,736 
14学校教育系 13,376 108,159 8,086 
15子育て支援 1,168 9,144 7,829 
16保健福祉 3,061 70,650 23,081 
18行政系 4,427 16,609 3,752 
19公営住宅 17,320 1,378 80 
20公園 199 1,276 6,410 
21供給処理 470 27,498 58,449 
22その他 9,647 7,413 768 
23上水道 724 19,826 27,379 
24下水道 2,518 31,784 12,621 
総計 80,498 440,179 5,468 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-27 延べ床面積とコストの施設分類別構成比 
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(2) 個々の施設のコスト状況 

個々の施設で見ると、「小清水小学校」や「愛寿苑」「コミュニティプラザ」「廃棄物処理

場」「小清水中学校」などで多くのコストを要している状況にある。 

建物の延べ床面積あたりの経費で見ると、「廃棄物処理場」や「パークゴルフ場」の値が多

くなっている。 

 

表 3-44 施設別のコスト（上位 20 施設） 

施設名 大分類 
建物合計 
延べ床面積 
（㎡） 

年間経費合計 
（千円/年） 

建物延べ床面

積あたり経費

（円/㎡年） 
小清水小学校 14学校教育系 7,106 81,024 11,402
愛寿苑 16保健福祉 1,455 51,972 35,729
コミュニティプラザ 10市民文化系 1,790 42,452 23,716
廃棄物処理場 21供給処理 379 27,498 72,640
小清水中学校 14学校教育系 6,270 27,135 4,328
高齢者生活福祉センター 16保健福祉 1,606 18,678 11,628
小清水地区 24下水道 1,207 17,823 14,768
農業者トレーニングセンター 12スポーツ・観光系 2,236 15,873 7,100
役場庁舎 18行政系 1,399 13,155 9,403
原生花園 12スポーツ・観光系 1,088 9,928 9,129
活性化センター 13産業系 1,002 9,608 9,589
多目的研修集会施設 10市民文化系 2,062 9,389 4,554
小清水町立保育所 15子育て支援 905 8,115 8,962
町民プール 12スポーツ・観光系 1,107 7,858 7,100
浜小清水地区 24下水道 820 7,589 9,252
ふれあいアリーナ 12スポーツ・観光系 1,000 7,100 7,101
止別地区 24下水道 491 6,372 12,974
パークゴルフ場 12スポーツ・観光系 91 5,704 62,455
小清水地区浄水場 23上水道 191 5,594 29,254
葬斎場 22その他 460 5,417 11,786
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4  維持管理コストの算出 

4－1  総務省方式による公共施設（建築物）の更新・改修コストの算出 

4－1－1  算出方法 

総務省は「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果（平

成 23 年度）」において、更新・改修費用の推計方法と推計ソフト（地域総合整備財団作成）

を公開している。その内容は次頁のとおり、公共施設の建て替えと大規模改修にかかる費用

を算出することで将来の更新・修繕の見通しを推計するものである。 

そこで本節では、この総務省の推計方法の考え方に則って、将来の町内公共施設の更新・

改修にかかる費用について算出を行う。（以下「総務省方式」と呼称する） 

算出条件は総務省資料のとおり、「60 年周期で建て替えを実施し、大規模改修を建て替え

の中間年（30 年）で実施する」シナリオ①に加えて、「中間年での大規模改修を実施せず、

建て替え周期は 50 年とする」シナリオ②の２種類の条件で検討する。 

 

表 4-1 算出条件のシナリオ 

条件シナリオ 算出条件 

シナリオ① 
建て替え周期60年 

大規模改修を建て替えの中間年（30年）で実施。 

シナリオ② 
建て替え周期50年 

中間年での大規模改修は実施しない。 
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更新・改修費用の推計方法（総務省資料より要約抜粋） 

 

【公共施設の更新費用推計の基本的な考え方】 

公共施設等の大分類ごとに、建替え、大規模改修について、更新年数経過後に現在

と同じ延べ床面積等で更新すると仮定し、延べ床面積等の数量に更新単価を乗じるこ

とにより、更新費用を試算する。大規模改修、建替えの種類ごとに、調査年度から40

年度分（固定値）の更新費用を試算する。 

【初期設定値（建て替え周期60年、大規模改修周期30年）の根拠】 

建替え及び改修のシナリオとして50年、60年、80年で建替えの３パターンで更新費

用を試算したところ、±10％の範囲で差は大きくないため、標準的な耐用年数（日本

建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」）とされる60年を採用することとする。 

建築物の耐用年数は60年と仮定するが、建物附属設備（電気設備、昇降機設備等）

及び配管の耐用年数が概ね15年であることから２回目の改修である建設後30年で建

築物の大規模改修を行い、その後30年で建て替えると仮定する。 

 

表 4-2 施設用途別の大規模改修と建て替えの延べ床あたり単価 

大規模改修 建替え 

学校教育系施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

その他 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

供給処理施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

公園 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

市営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

行政系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

医療施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

保健・福祉施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

子育て支援施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

産業系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

社会教育系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

市民文化系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

資料：総務省ホームページ、地方財政の分析/公共施設等総合管理計画 
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4－1－2  算出結果「建て替え周期 60 年・中間年改修あり」 

「60 年周期で建て替えを実施し、大規模改修を建て替えの中間年（30 年）で実施する」シ

ナリオ①において、町内公共施設を現在のままの規模・構造で維持すると仮定した場合に、

将来必要となる建物更新・改修費用を概算した。 

2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 253 億円となり、年平均で約 6 億 3 千

万円となる。 

また、建築年の偏りがあることから、更新・改修の時期にも偏りが生じ、年間 14 億円を超

える費用支出が見込まれる年次もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 将来更新・改修費用の見通し（建て替え周期 60 年・中間年改修あり） 

 

【算定条件】 
更新周期：建て替え周期 60年、大規模改修周期 30年。 
平米単価：総務省の「施設用途別の大規模改修と建て替えの延べ床あたり単価」を使用。上水道施設と

下水道施設の単価は供給処理施設の単価を適用。 
事業期間：建て替えは３ヶ年、大規模改修は２ヶ年で事業実施すると仮定し、費用は２年ないし３年で

均等割りする。 
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40年合計：約 253億円 

年平均：約 6億 3千万円
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4－1－3  算出結果「建て替え周期 50 年・中間年改修なし」 

「中間年での大規模改修を実施せず、建て替え周期は 50 年とする」シナリオ②において、

町内公共施設を現在のままの規模・構造で維持すると仮定した場合に、将来必要となる建物

更新費用を概算した。 

2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 193 億円となり、年平均で約 4 億 8 千

万円となる。 

シナリオ①に比べて建て替え周期は短いものの大規模改修による費用が発生しないため、

将来 40 年の合計費用は 63 億円少ない算出結果となった。ただし、改修を実施しないため、

良好な状態で施設を利用できる期間の比率がシナリオ①に比べて少ないことに留意が必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 将来更新費の見通し（建て替え周期 50 年・中間年改修無し） 

 

【算定条件】 
更新周期：建て替え周期 50年、大規模改修無し。 
平米単価：総務省の「施設用途別の大規模改修と建て替えの延べ床あたり単価」を使用。上水道施設と

下水道施設の単価は供給処理施設の単価を適用。 
事業期間：建て替えは３ヶ年で事業実施すると仮定し、費用は３年で均等割りする。 
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24下水道

23上水道

22その他

21供給処理

20公園

19公営住宅

18行政系

16保健福祉

15子育て支援

14学校教育系

13産業系

12スポーツ・観光系

11社会教育系

10市民文化系

40年合計：約 193億円 

年平均：約 4億 8千万円
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4－2  積み上げ方式による公共施設（建築物）の更新・改修コストの算出 

4－2－1  算出方法 

(1) 積み上げ方式の考え方 

公共施設の改修・更新コストについて、町の保有する公共施設全体を群として捉えて年次

別の費用傾向を把握するのには、先に述べた総務省方式が適している。 

しかし、個々の施設を対象に施設の廃止や統廃合の時期を検討する場合には、より細かな

費用傾向を見通すことが求められる。そこで、本節では公共施設の部位（屋根・外壁・暖房

設備など）ごとに更新周期と単価を設定し、過去の工事履歴を参考にしながら将来の部位別

更新費用を積み上げることでコストを算出する。 

なお、建て替えについては構造別の延べ床面積単価（下表）を設定し、更新周期を迎えた

年次に建て替えを行うものとして事業費を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 算出方法の考え方 

（個々の建物についてコスト算出する部位別の改修費（イメージ）） 

 

表 4-3 構造別の建て替え周期と単価設定 

 部材・構造 
更新周期 

（年） 

更新単価 

（千円/㎡） 

（延べ床面積あたり） 

1 鉄骨鉄筋コンクリート造 60 430 

2 鉄筋コンクリート構造 60 400 

3 鉄骨・鋼構造 50 300 

4 レンガ造 50 220 

5 木構造・木質構造 40 230 

6 プレハブ 30 150 

7 ブロック造 50 150 

8 不明 50 230 

  

竣工

部位Ａ

部位Ｂ

部位Ｃ

建替改修

部位ごとに
更新周期を設定

耐用年数に達した時
建替を実施

部位Ｄ

2015年 2054年

コスト算出する
部位別の改修

直近の改修履歴
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4－2－2  算出結果 

2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 162 億円となり、年平均で約 4 億円と

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 算出結果（建て替え・改修（部位別更新）別の集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 算出結果（施設分類別の集計） 
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昇降機

暖房空調

給湯

給排水

電気

床

外壁

屋根

建て替え

40年合計：約 162億円 

年平均 ：約 4億円 
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4－3  インフラ施設の更新・改修コストの算出（参考） 

4－3－1  道路 

(1) 道路の改修・修繕費用の実績値 

小清水町の管理する道路延長は約 500 ㎞におよび、道路部面積は約 250 万㎡である。 

過去 10 年間の更新改修費用を見ると、29 百万円から 52 百万円と年度によって変動がある

ものの、平均では約 40 百万円程度となっている。 

 

表 4-4 小清水町の道路延長と道路部面積 

 総延長（ｍ） 道路部面積（㎡） 

１級 67,653 549,810 

２級 76,018 551,593 

その他 359,154 1,409,531 

合計 502,825 2,510,934 

資料：道路現況（総括）調書 （平成 26 年 3 月調製） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 道路の年次別の更新・改修費用の実績額 

資料：小清水町調べ 
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(2) 算出方法・算出結果 

①道路部面積あたり単価による算出 

総務省では、公共施設（建築物）と同様に、インフラ施設についても更新・改修費用

の推計方法と推計ソフト（地域総合整備財団作成「公共施設及びインフラの更新費用推

計ソフト」）を公開しており、その内容は次頁のとおりである。 

道路面積を更新周期で除した値を更新数量として、この更新数量に道路面積あたりの

更新単価に乗じることで道路の更新費用を推計することとしている。しかし、小清水町

の町道除雪率は約 65％程度であることから、全ての道路を更新対象とするのではなく、

この除雪率を管理道路割合の目安として乗じることとする。 

その結果、同ソフトでの「道路部面積あたり単価による算出」では年間約 5 億円の道

路維持更新費がかかるとの見通しとなったが、小清水町の費用実績値（前頁参照、年間

40 百万円程度）に比べて過大な値となった。 

 

表 4-5 小清水町の町道除雪率 

 平成 26 年度 平成 27 年度予定 平均 

除雪率（％） 65.1% 64.2% 64.6% 

 

表 4-6 道路の更新・改修費用の算出結果①「道路部面積あたり単価による算出」 

40 年累積（2015 年～2054 年） 20,341 百万円 

年平均 509 百万円 

 

 

②実績値に基づく算出 

「道路部面積あたり単価による算出」では町の費用実績値に比べて過大な費用見通し

となったことから、過去 10 年間の平均費用実績値が今後も続くものとして、将来の更新・

改修費用を算出する。 

年間の費用は約 4 千万円、2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 16 億円

となる。 

表 4-7 道路の更新・改修費用の算出結果②（実績値に基づく算出） 

40 年累積（2015 年～2054 年） 1,615 百万円 

年平均 40.4 百万円 
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【道路の費用推計の考え方】  （推計ソフトマニュアルから要約抜粋） 

道路は、整備面積を更新年数で割った面積を１年間の舗装部分の更新量と仮定し、更

新単価を乗じることにより更新費用を試算する。 

データの入力精度により 2 種類の算定方法がある。後者の方が精度が高い。 

(ア) 総面積による算定方法 

一般道路、自転車歩行車道の総面積に対し更新費用を試算する。 

(イ)分類別面積による算定方法 

以下の分類別面積に対し、それぞれの面積を更新年数で割った面積を１年間の舗装部

分の更新量と仮定し、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

□ 数量の考え方 

道路については、路線ごとに一度に整備するものではなく、区間ごとに整備していく

ため、年度別に把握することは困難である。そのため、道路施設現況調査（国土交通省）

により把握した現在の道路の総面積を、舗装部分の更新（打換え）の耐用年数で割った

ものを、１年間の舗装部分の更新量と仮定する。 

□ 耐用年数の考え方 

舗装の耐用年数の 10 年と舗装の一般的な供用寿命の 12～20 年のそれぞれの年数を

踏まえ 15 年とし、したがって、全整備面積をこの 15 年で割った面積の舗装部分を毎年

度更新していくと仮定する。 

□ 更新単価の考え方 

総面積に対する更新単価、分類別面積に対するそれぞれの更新単価を設定し試算する。

各団体による基準値、試算値を記入する。 

 

表 4-8 更新単価（推計ソフト初期設定値） 

一般道路 4,700 円／㎡ 

自転車歩行者道 2,700 円／㎡ 
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4－3－2  橋梁 

(1) 算出方法 

「小清水町橋梁長寿命化修繕計画」では、橋梁点検データを利用し、老朽化が進行する管

理橋梁の安全性および信頼性を維持しつつ、橋梁の修繕及び架替えに係る費用の縮減を可能

とすることを目的に検討している。 

同計画の報告書（平成 24 年度）より、橋梁別の補修年と補修費用を整理集計することで、

橋梁の将来補修費用を計上する。 

 

(2) 算出結果 

「小清水町橋梁長寿命化修繕計画」に基づく、2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計

補修費用は約 19 億円となり、年平均では約 4 千 6 百万円となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 橋梁の年次別の補修費用 
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40年累積 1,854百万円 

年平均   46.4百万円 



 

 69

 

4－3－3  上水道 

(1) 管径別標準単価による算出 

①算出方法 

総務省では、公共施設（建築物）と同様に、インフラ施設についても更新・改修費用

の推計方法と推計ソフト（地域総合整備財団作成「公共施設及びインフラの更新費用推

計ソフト」）を公開している。同ソフトでの費用推計の考え方は以下のとおりであり、こ

の考え方に沿って、管径別の標準単価を適用することで上水道の更新費用を推計する。 

なお、上水道施設（建物）については、公共施設として既にコスト算出しているため、

ここでは算出の対象外とする。 

 

【上水道の費用推計の考え方】 

  （「公共施設及びインフラの更新費用推計ソフト」より要約抜粋） 

上水道については、延長に更新単価を乗じることにより、更新費用を試算する。公共

施設一覧に記入された上水道会計施設（建物）について、公共施設の試算方法にならい

加算する。同じく公共施設一覧のプラント部分の費用を、大規模改修、更新について、

更新年数経過後に更新割合で更新されると仮定し、費用を加算する。 

データの入力精度により 2 種類の算定方法がある。後者の方が精度が高い。 

(ア) 管径別延長による算定方法 

管径別の延長に、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

(イ) 管径別年度別延長による算定方法 

更新年数経過後に現在と同じ延べ面積等で更新すると仮定し、管径別年度別延長に、

それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

□ 数量の考え方 

上水道管については、水道統計調査（厚生労働省）により、現在の総延長及び管径別

の延長が把握できるため、これにより算定し、可能であれば、さらに過去の管径別の年

度ごとの延長により算定する。 

□ 耐用年数の考え方 

上水道管については、整備した年度から法定耐用年数の 40 年を経た年度に更新すると

仮定する。更新年数を既に経過し、更新しなくてはならないはずの管が、更新されずに

残されている場合には、積み残しを処理する年数（初期値 5 年）で更新することとする。 

□ 更新単価の考え方 

管径別に対するそれぞれの更新単価を設定し試算する。各団体による基準値、試算値

を記入する。初期設定値は、下表のとおり。 

表 4-9 上水道管の更新単価（推計ソフト初期設定値） 

 

 

  

更新単価 導水管および送水管 300～500㎜ 114,000 円／ｍ

～300㎜未満 100,000 円／ｍ

配水管 ～200㎜以下 100,000 円／ｍ

～150㎜以下 97,000 円／ｍ
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②算出結果 

管径別年度別延長をもとに 2015 年から 2054 年までの水道管更新費用を算出した。 

将来 40 年の合計費用は約 205 億円となり、年平均で約 5 億 1 千万円となる。 

 

表 4-10 小清水町の上水道管の延長 

区分 管径 延長 

導水管および送水管 300～500㎜ 55ｍ 

 ～300㎜未満 19,511ｍ 

配水管 ～200㎜以下 23,453ｍ 

 ～150㎜以下 166,688ｍ 

資料：小清水町調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-8 上水道の年次別の更新・改修費用（標準単価に基づく算出） 
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（百万円）

＜上水道①標準単価＞ 

40年累積 20,471百万円 

年平均   512百万円 
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(2) 工事実績単価による算出 

 

①算出方法 

「公共施設及びインフラの更新費用推計ソフト」においても「各団体による基準値、

試算値」を単価に用いることが推奨されている。 

標準単価の代わりに、小清水町での工事箇所別の水道管延長と工事単価に基づく「工

事実績単価」）を用いて、上水道の更新費用を推計する。 

なお、単価以外の更新周期等の考え方は「管径別標準単価による算出」と同様であり、

上水道施設（建物）も同様に算出の対象外である。 

 

表 4-11 小清水町の工事箇所別の水道管延長と工事単価 

 舗装部 非舗装部 合計 

延長（m） 18,100 191,607 209,707 

延長構成（％） 8.6% 91.4% 100.0% 

工事単価（円/m）※１ 23,100 15,000 15,699 ※２ 

※１ 箇所別の工事単価は、平成 24 年度から 26 年度の工事実績に基づく。 

※２ 合計の工事単価は、工事箇所別の工事単価を延長割合で加重平均した値。 

資料：小清水町調べ 

 

②算出結果 

実績単価を用いて 2015 年から 2054 年までの水道管更新費用を算出した。 

将来 40 年の合計費用は約 33 億円（うち小清水地区は約 4 億円）となり、年平均で約 8

千 2 百万円となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-9 上水道の年次別の更新・改修費用（工事実績単価に基づく算出） 
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（百万円）

その他地区

小清水地区

＜上水道②実績単価＞ 

40年累積 3,292百万円 

年平均   82.3百万円 
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4－3－4  下水道 

(1) 算出方法 

総務省では、更新・改修費用の推計方法と推計ソフト（地域総合整備財団作成「公共施設

及びインフラの更新費用推計ソフト」）を公開している。 

同ソフトでの費用推計の考え方は以下のとおりであり、この考え方に沿って下水道の更新

費用を推計する。なお、下水道施設（建物）については、公共施設として既にコスト算出し

ているため、ここでは対象外とする。 

 

 

【下水道の費用推計の考え方】 

  （「公共施設及びインフラの更新費用推計ソフト」より要約抜粋） 

下水道については、延長長さに更新単価を乗じることにより、更新費用を試算する。

公共施設一覧に記入された下水道施設（建物）について、公共施設の試算方法にならい

加算する。 

データの入力精度により以下の 5 種類の算定方法が選択できる。(ア)、(イ)、(ウ)、

(エ)、(オ)の順に精度が高くなると考えられる。 

(ア)総延長による算定方法 

(イ)管種別延長による算定方法 

(ウ)管種別年度別延長による算定方法 

(エ)管径別延長による算定方法 

(オ)管径別年度別延長による算定方法 

□ 数量の考え方 

下水道管については、「下水道事業に関する調書」（国土交通省）により、現在の総延

長を把握し、可能であれば、管種別又は管径別の延長、さらに過去の管種別又は管径別

の年度ごとの延長により算定する。 

□ 耐用年数の考え方 

下水道管については、整備した年度から法定耐用年数の５０年を経た年度に更新する

と仮定する。更新年数を既に経過し、更新しなくてはならないはずの管が、更新されず

に残されている場合には、積み残しを処理する年数（初期値 5 年）で更新することとす

る。 

□ 更新単価の考え方 

管種別管径別に対するそれぞれの更新単価を設定し試算する。各団体による基準値、

試算値を記入する。初期設定値は、下表のとおり。 

 

表 4-12 下水道管の更新単価（推計ソフト初期設定値） 

総量把握  124 千円/ｍ 

管種別 コンクリート管、塩ビ管等 124 千円/ｍ 

 鋼製管 134 千円/ｍ 

管径別 ～250 ㎜ 61 千円/ｍ 

 251 ㎜～500 ㎜ 116 千円/ｍ 
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(2) 算出結果 

管径別年度別延長から 2015 年から 2054 年までの下水管更新費用を算出した。 

将来 40 年の合計費用は約 25 億円となり、年平均で約 6 千 3 百万円となる。 

 

表 4-13 地区別管径別の下水道管の整備延長（単位：ｍ） 

 管径 

～250 ㎜以下 

管径 

251～500 ㎜ 
合計 

小清水地区 27,989 646 28,634 

浜小清水地区 7,829 0 7,829 

止別地区 4,517 0 4,517 

合計 40,335 646 40,980 

 

表 4-14 地区別の下水道管更新費用（単位：百万円） 

 40 年間累積 年平均 

小清水地区 1,782 44.6 

浜小清水地区 478 11.9 

止別地区 276 6.9 

合計 2,535 63.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 下水道の年次別の更新・改修費用 
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止別

浜小清水

小清水

＜下水道＞ 

40年累積 2,535百万円

年平均  63.4百万円 
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4－4  コスト算出の結果 

4－4－1  更新・改修コスト 

公共施設とインフラ（道路・橋梁・上下水道）を合わせた更新・改修コストは、将来 40

年の合計で約 286 億円、年平均で約 7 億 2 千万円と見積もられる。費用の大部分は公共施設

が占めるが、残るインフラのうち上水道については整備年次が集中しているため更新年も集

中する見通しとなっており、段階的な更新実施による事業費の平準化が必要である。 

表 4-15 公共施設とインフラ施設の更新・改修コストのまとめ 

 将来 40 年間累積 

2015～2054 年 

（百万円） 

 

年平均 

（百万円） 

備考 

 25,313 633
総務省方式① 

（建て替え 60 年、大規模改修有り）

公共施設 19,343 484
総務省方式② 

（建て替え 50 年、大規模改修無し）

 16,183 405 積み上げ方式 

道路 1,615 40 過去 10 年間の実績平均 

橋梁 1,854 46 小清水町橋梁長寿命化修繕計画より

上水道 3,292 82 工事実績単価を用いた算出 

下水道 2,535 63 総務省方式での算出 

合計 28,640 716 公共施設は総務省方式②を採用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-11 年次別の公共施設とインフラ施設の更新・改修費見通し 

注：公共施設については総務省方式②の建て替え 50 年・大規模改修無し条件での算出結果。 
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4－4－2  維持管理コスト 

参考に施設の維持管理にかかる費用を以下のとおり整理する。 

 

(1) 公共施設 

３章の「公共施設の実態把握」から公共施設の維持管理コストを整理すると下表のとおり

合計で約 4 億 4 千万円であり、経費の約 3 分の 2 は管理委託料が占めている。 

 

表 4-16 公共施設の維持管理コスト 

  延べ床  経費 （千円/年）  

  面積（㎡） 管理委託料 その他経費 光熱費 経費合計 

10 市民文化系 13,535 62,867 1,867 4,898 69,632

11 社会教育系 2,011 654 132 433 1,219

12 スポーツ・観光系 10,366 56,418 6,023 3,542 65,983

13 産業系施設 1,675 0 4,094 5,514 9,608

14 学校教育系施設 13,376 62,080 3,997 42,082 108,159

15 子育て支援施設 1,168 3,675 1,178 4,291 9,144

16 保健福祉施設 3,061 56,734 1,325 12,591 70,650

18 行政系施設 4,427 1,608 8,182 6,819 16,609

19 公営住宅 17,320 380 522 476 1,378

20 公園 199 532 66 678 1,276

21 供給処理施設 470 25,240 1,121 1,137 27,498

22 その他 9,647 3,845 615 2,953 7,413

23 上水道施設 724 0 11,156 8,670 19,826

24 下水道施設 2,518 13,612 7,386 10,786 31,784

 合計 80,498 287,645 47,664 104,870 440,179

 

(2) 橋梁 

橋梁の維持管理コストについては「小清水町橋梁長寿命化修繕計画」で下表のとおり示さ

れており、維持管理と定期点検で年間 22 百万円が必要である。 

 

表 4-17 橋梁の維持管理コスト 

維持管理費用 20 百万円/年 

定期点検費用 2 百万円/年 

合計 22 百万円/年 

資料：小清水町橋梁長寿命化修繕計画策定業務報告書（H24 年度） 
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5  まちづくり基本構想（案） 

5－1  公共施設の基本方針の記載事項 

(1) 総務省の策定指針に対応した必要事項の記載 

総務省の「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省 2014/04/22）」では、

財源や人口の見通しを踏まえ、公共施設の数量規模が適正か検討した上で、公共施設の適正

管理に関する基本的な方針として「①点検・診断等の実施方針、②維持管理・修繕・更新等

の実施方針、③安全確保の実施方針、④耐震化の実施方針、⑤長寿命化の実施方針、⑥統合

や廃止の推進方針、⑦総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針」を記載す

ることを求めている。 

そこで、策定指針が記載を求める上記①～⑦に対応し、本計画書では小清水町の公共施設

の基本方針として以下を示すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 総務省指針と町の基本方針の対応 

 

  

公共施設等総合管理計画の
策定にあたっての指針（総務省）

①点検・診断等の実施方針

②維持管理・修繕・更新等の実施方針

③安全確保の実施方針

④耐震化の実施方針

⑤長寿命化の実施方針

⑥統合や廃止の推進方針

⑦総合的かつ計画的な管理を実現する
ための体制の構築方針

公共施設の適正管理に関する基本的な方針

（１）施設の総量抑制の方針

（２）施設の統廃合・新設・更新の方針

（３）民間活用の方針

（４）維持管理・補修・長寿命化の方針

（５）施設の点検・診断の方針

（６）供用廃止施設の方針

（７）庁内推進体制の整備等の方針

（８）計画の評価と改善の方針

小清水町の公共施設の基本方針基本認識

公共施設の数量規模が適正か検討する

施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

分類別の施設統廃合方針

インフラ施設の基本的な方針

本計画書
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【参考】公共施設等総合管理計画に記載すべき事項 

（公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省 2014/04/22）より要約抜粋）

１．公共施設等の現況及び将来の見通し 

・公共施設等の状況、人口の見通し、公共施設の維持更新等費用の見通し、財源の見込み 

 

２．公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

（１）計画期間 

・見通し推計期間にかかわらず設定可。ただし 10 年以上とすること。 

（２）全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

・公共施設の管理情報が共有されていない現状を鑑み、全庁的な体制を構築し情報を管理集約 

（３）現状や課題に関する基本認識 

・財源や人口の見通しを踏まえ、公共施設の数量規模が適正か検討する。 

（４）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

①点検・診断等の実施方針 

・点検診断の履歴を蓄積し、計画の見直しや老朽化対策に活かす。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・予防保全型維持管理。コストの縮減と平準化。必要な施設のみ更新すること。 

③安全確保の実施方針 

・老朽化により供用廃止し今後の利用見込みもない施設への対処方針。 

④耐震化の実施方針 

・平常時の安全性と災害拠点施設としての機能確保。 

⑤長寿命化の実施方針 

・修繕または予防的修繕等による長寿命化。 

⑥統合や廃止の推進方針 

・利用状況や耐用年数等を踏まえた供用廃止の考え方。統合や合築の検討の重要性。 

⑦総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・計画の進捗評価と計画の改定。評価結果等の議会報告や公表方法。 

 

３．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

・上記（３）（４）の必要な事項について、道路・学校など施設類型の特性を踏まえて定める。
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5－2  公共施設の基本方針（案） 

公共施設白書を踏まえた上で、公共施設の適正管理に関する基本的な考え方として以下の

方針を提案する。 
 

5－2－1  施設の総量抑制 

(1) 総量抑制の基本方針 

1970 年前後に建てられた公営住宅の建て替え費用や、1990 年代に建てられた公共施設の改

修費用など、公共施設等の維持更新費用は今後増大していくと考えられる。 

一方で、人口減少に伴う税収減や高齢化による扶助費の増大など、財政制約は今後いっそ

う厳しくなることが予想される。 

人口減少と厳しい財政制約のなかで、町民サービスを維持するために、公共施設の総量を

今後削減していく。 
 

(2) 総量削減目標（案）の考え方 

将来の公共施設量の目標設定にあたり「将来人口」をその基本的な拠り所とした。 

本町における 2010 年の国勢調査人口は 5,358 人であるが、国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」）による推計では 2040 年に 3,335 人までおおよそ 4 割減少すると予想され

ている。また、少子高齢化が進行し、2010 年には約 3,000 人である生産年齢人口が 2040 年

には約半分の 1,500 人になると見込まれている。 

他方、昨年 5 月に「消滅自治体」という表現で注目された日本創成会議の人口再生産力に

着目した市区町村別将来人口推計では、同 2040 年には社人研推計より更に少ない 2,993 人に

まで減少すると推計されている。 

異なる推計値があるなか、小清水町まちづくり基本構想に用いる将来人口にあっては、今

後の少子化問題対策と人口再生産力の向上に向けた国、地方の各種施策の実行に一定の期待

を寄せて、社人研推計を用いることとした。 

削減目標の設定においては、以下①から④の考え方で整理を行い、2040 年における地区ご

と、年齢構成ごと（老年、生産年齢、年少）の推計に加え、将来世代に係る負担を考慮し（施

設管理の面、財政制約の面）、住民一人当たりに対する施設供給量が過剰とならないよう適正

管理に向けた整理を行う。 
 

【公共施設の総量削減目標設定の考え方】 

① 財政見通しを踏まえ、財政制約内で維持可能な公共施設量とする。（財政制約） 

② 今後の人口減少に比例した公共施設量とする。（一人あたり施設ストック量を維持） 

③ 全国平均の人口あたりの公共施設量×将来の小清水町の人口（平均を上回るならば、現

在の全国平均並みの施設ストック量へ削減。） 

④ 学校統合によって実現した床面積の削減割合を、他の施設に対しても適用する（小学校

統合をトップランナーとする） 
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(3) 考え方①財政制約 
 

本町財政については、財政基盤の強さを示す財政力指数は 0.2 前後であり、必要な財政需

要に応えるため地方交付税に大きく財源依存している。このことから、2040 年における財政

状況シミュレーションにおいては、社人研の将来人口推計値を考慮した普通交付税額を算定

して歳入を推計し、歳出では職員数の減少に伴う人件費や社会保障関係費である扶助費等の

増加傾向を考慮して推計した。（次頁参照） 

その結果、現状（過去 7 年間平均）と比べ、2040 年における投資的経費への支出可能額は

現状比 51％の 7.9 億円と見込まれる。 

そのため財政制約に合わせて、公共施設等（建築物・道路橋梁など）に対する支出も、2040

年には現状の 62％に減少し、それに合わせて公共施設量も現状比 62％まで削減するとの目標

設定が考えられる。 

表 5-1 将来の投資的経費に支出可能な額 

 投資的経費に支出可能な額 

 
合計 

農林水産業費 
（農道整備・畑地等

整備費など） 

公共施設等 
（建築物・道路 

橋梁など） 

投資余力 
（歳入歳出の差分）

現状※ 15.5億円 4.4億円 9.4億円 1.7億円 

2020 年 11.4億円 3.8億円 7.7億円 － 

2030 年 9.5億円 3.1億円 6.4億円 － 

2040 年 

（対現状比） 

7.9億円 

（51％） 

2.1億円 

（47％） 

5.8億円 

（62％） 

－ 

（0％） 

※特異年を除いた過去７年の平均実績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 投資的経費に支出可能な額の見通し 
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図 5-3 2020 年の歳入（左）と歳出（右）の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 2030 年の歳入（左）と歳出（右）の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 2040 年の歳入（左）と歳出（右）の見通し 

  

5.0
2.7 

25.3

19.6 

8.0

5.0 

6.7

4.0 

2.8

2.8 

0.7

0.7 

4.0

4.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

実績平均 2040年

（億円）

その他

繰入金

譲与税・交付金

地方債

国・道支出金

地方交付税

地方税

5.0 3.3 

25.3

21.6 

8.0

5.0 

6.7

4.0 

2.8

2.8 

0.7

0.7 

4.0

4.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

実績平均 2030年

（億円）

その他

繰入金

譲与税・交付金

地方債

国・道支出金

地方交付税

地方税

5.0 4.1 

25.3
23.7 

8.0

5.0 

6.7

4.0 

2.8

2.8 

0.7

0.7 

4.0

4.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

実績平均 2020年

（億円）

その他

繰入金

譲与税・交付金

地方債

国・道支出金

地方交付税

地方税 8.2 7.1 

1.8 2.9 

8.1 7.5 

5.9 5.9 

1.1 1.1 

6.0
4.5 

2.1

0.1 

3.7

3.7 

13.8

1.7

11.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

実績平均 2020年

（億円）

投資余力

投資的経費実績

操出金

投資・出資金・貸付金

積立金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費

15.5億

実績

8.2 6.1 

1.8 3.9 

8.1 6.5 

5.9
5.9 

1.1
1.1 

6.0
4.5 

2.1

0.1 

3.7

3.7 

13.8

1.7

9.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

実績平均 2030年

（億円）

投資余力

投資的経費実績

操出金

投資・出資金・貸付金

積立金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費

15.5億

実績

8.2
5.0 

1.8
5.0 

8.1
5.5 

5.9
5.9 

1.1
1.1 

6.0

4.5 

2.1

0.1 

3.7

3.7 

13.8

1.7

7.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

実績平均 2040年

（億円）

投資余力

投資的経費実績

操出金

投資・出資金・貸付金

積立金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費

15.5億

実績



 

 81

 

 

表 5-2 歳入見通しの算出（2040 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方交付税の比例項目設定根拠＞       

平成 25年度 普通交付税算定資料より基準財政需要額の測定

単位を「人口」「年少人口」「老年人口」「固定（面積や道路延長

など）」に分類することで設定した。 

 

＜＊別設定＞ 

国・道支出金と地方債の歳入ならびに人件費、扶助費、公債費、

補助費等、積立金の支出は、過去の傾向から町推計。 

 

＜実績平均＞ 

特異年である H19.H24.H25を除いた過去 7年平均で算出。 

 

 

表 5-3 歳出見通しの算出と投資的経費の充当可能額見通し（2040 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【歳入変化率】 7年平均 変化率 【地方交付税（別表）】
構成比 比例項目 2040年/2013年 内訳構成 全体構成比 A×B×α

A α B A×B α×B
地方税 9.6% 生産年齢人口 0.536 100.0% 9.6% 0.051
地方交付税 48.3% 人口 0.645 51.2% 24.7% 0.160 地方交付税 0.330

年少人口 0.511 3.1% 1.5% 0.008 0.016
老年人口 0.645 7.8% 3.7% 0.024 0.050
固定※ 1.000 38.0% 18.3% 0.183 0.380

国・道支出金 15.3% ＊別設定 0.625 100.0% 15.3% 0.095 地方交付税計 0.776
地方債 12.8% ＊別設定 0.597 100.0% 12.8% 0.076
譲与税・交付金 5.3% 固定※ 1.000 100.0% 5.3% 0.053
繰入金 1.3% 固定※ 1.000 100.0% 1.3% 0.013
その他 7.5% 固定※ 1.000 100.0% 7.5% 0.075
合計 100.0% 100.0% 0.739

【歳入見通し整理表】
過去7年 H52 変化率
実績平均 2040年 2040年/2013年

（億円） （億円）
地方税 5.0 2.7 0.536
地方交付税 25.3 19.6 0.776
国・道支出金 8.0 5.0 0.625
地方債 6.7 4.0 0.597
譲与税・交付金 2.8 2.8 1.000
繰入金 0.7 0.7 1.000
その他 4.0 4.0 1.000
合計 52.4 38.7 0.739

7年平均 変化率 過去7年
構成比 比例項目 2040年/2013年 実績平均 2040年

A （億円） （億円）
人件費 16.1% ＊別設定 0.612 8.2 5.0
扶助費 3.6% ＊別設定 2.720 1.8 5.0
公債費 16.0% ＊別設定 0.679 8.1 5.5
物件費 11.7% 固定 1.000 5.9 5.9
維持補修費 2.2% 固定 1.000 1.1 1.1
補助費等 11.8% ＊別設定 0.753 6.0 4.5
積立金 4.1% ＊別設定 0.048 2.1 0.1
投資・出資金・貸付金 0.0% 固定 1.000 0.0 0.0
操出金 7.2% 固定 1.000 3.7 3.7
投資的経費 27.2%

投資的経費除く歳出 36.9 30.8
歳入（実績・見通し） 52.4 38.7

差分（投資的経費の余力） 15.5 7.9
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(4) 考え方②人口減少に比例した公共施設量（一人あたり施設ストック量を維持） 

 

公共施設を使用用途で分類し、「施設延べ床を利用者層の年齢人口の変化率に比例させる」

として将来の公共施設量を算出した。 

その結果、2040 年の公共施設床面積は対現状比で 63％となった。 

 

 

表 5-4 全国平均並みの人口あたり施設量とする場合の施設量目標 

 公共施設量目標（対現状比） 

2020年 88％ 

2030年 74％ 

2040年 63％ 

 

表 5-5 施設分類ごとに利用者層の年齢人口の変化率（2040 年／2013 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

変化率 延べ床
比例項目 2040年/2013年 構成比 α×A

α A
10市民文化系 人口 0.645 11.7% 0.076
11社会教育系 人口 0.645 2.5% 0.016
12スポーツ・観光系 人口 0.645 12.9% 0.083
13産業系 生産年齢人口 0.536 2.1% 0.011
14学校教育系 年少人口 0.511 18.4% 0.094
15子育て支援 年少人口 0.511 1.5% 0.007
16保健福祉 人口 0.645 3.8% 0.025
18行政系 人口 0.645 5.5% 0.035
19公営住宅 人口 0.645 26.6% 0.172
20公園 人口 0.645 0.2% 0.001
21供給処理 人口 0.645 0.6% 0.004
22その他 人口 0.645 10.2% 0.066
23上水道 固定 1.000 0.9% 0.009
24下水道 固定 1.000 3.1% 0.031
上記の合計 100.0% 0.631
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(5) 考え方③人口あたり施設ストック量を全国平均並みにした場合 

全国平均並みの人口あたり施設ストック量とすることを目標とした場合、現状においても

小清水町の施設量は 24％に削減することが必要となる。更に将来人口が減少するため、2040

年には現状の 16％に削減することが目標値になると考えられる。 

 

表 5-6 全国平均並みの人口あたり施設量とする場合の施設量目標 

 人口あたり公共施設量 
の全国平均／小清水町 

（A） 

小清水町の 
人口変化率 
（B） 

公共施設量目標 
（A×B） 

2020年  0.905 22％ 
2030年 0.241 0.772 19％ 
2040年  0.645 16％ 

表 5-7 人口・行政面積・公共施設ストック量（小清水町・北海道・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：公共施設現況調査（総務省）      

表 5-8 人口あたり公共施設ストック量の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：公共施設現況調査（総務省）      

  

小清水町
北海道
市町村計

全国
市町村計
（特別区を含む）

人口　（Ｈ25.3末） 5,266 5,444,307 126,393,679

行政面積　（ha） 28,704 7,842,092 37,292,356

可住地面積　（ha） 14,465 2,220,730 12,215,643

可住地人口密度　(人／ha) 0.364 2.452 10.347

行政財産 行政機関 本庁舎 1,399 916,952 16,903,919

（延べ床） 消防施設 309 226,273 5,444,658

（㎡） その他行政施設 3,293 1,878,357 21,298,379

公共用財産 小学校 10,168 5,549,579 109,124,062

中学校 6,747 3,472,613 66,050,778

高等学校 0 269,844 2,970,227

中等教育学校 0 0 57,883

公営住宅 20,528 11,541,907 91,342,887

公園建物 0 366,611 7,312,886

その他建物 26,474 9,114,385 139,016,261

山林 山林建物 0 0 9,264

その他 その他 0 355,529 2,464,696

合計 68,918 33,692,050 461,995,900

普通財産 宅地建物 10,662 1,150,461 11,050,651

（延べ床） 田畑建物 0 0 6,488

（㎡） 山林建物 0 7,144 12,396

その他建物 0 1,286,773 6,223,583

合計建物 10,662 2,444,378 17,293,118

合計 79,580 36,136,428 479,289,018

小清水町の施設

延べ床面積
（㎡）

構成比 小清水町
北海道
市町村計

全国
市町村計
（特別区を含む）

町／道 町／国
現在目標
全国並み

行政財産 行政機関 本庁舎 1,399 1.8% 0.266 0.168 0.134 1.577 1.986 704

消防施設 309 0.4% 0.059 0.042 0.043 1.412 1.362 227

その他行政施設 3,293 4.1% 0.625 0.345 0.169 1.812 3.711 887

公共用財産 小学校 10,168 12.8% 1.931 1.019 0.863 1.894 2.236 4,546

中学校 6,747 8.5% 1.281 0.638 0.523 2.009 2.452 2,752

高等学校 0 0.0% 0.000 0.050 0.023 0.000 0.000 0

中等教育学校 0 0.0% 0.000 0.000 0.000 #DIV/0! 0.000 0

公営住宅 20,528 25.8% 3.898 2.120 0.723 1.839 5.394 3,806

公園建物 0 0.0% 0.000 0.067 0.058 0.000 0.000 0

その他建物 26,474 33.3% 5.027 1.674 1.100 3.003 4.571 5,792

山林 山林建物 0 0.0% 0.000 0.000 0.000 #DIV/0! 0.000 0

その他 その他 0 0.0% 0.000 0.065 0.020 0.000 0.000 0

合計 68,918 86.6% 13.087 6.188 3.655 2.115 3.580 18,714

普通財産 宅地建物 10,662 13.4% 2.025 0.211 0.087 9.581 23.158 460

田畑建物 0 0.0% 0.000 0.000 0.000 #DIV/0! 0.000 0

山林建物 0 0.0% 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0

その他建物 0 0.0% 0.000 0.236 0.049 0.000 0.000 0

合計建物 10,662 13.4% 2.025 0.449 0.137 4.510 14.798 460

総合計 79,580 100.0% 15.112 6.637 3.792 2.277 3.985 19,175

全国並みの水準とするならば　現時点の人口においても

24.1% に削減することが目標値となる。

人口あたり延べ床面積　（㎡／人） 水準比較
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(6) 考え方④学校統合における床面積削減率を参考とした場合 

小清水町では平成 24 年度及び 25 年度に実施した小学校の再編及び中学校校舎の改築によ

り、学校床面積を大幅に削減した経緯がある。 

この学校統廃合をトップランナーとして、今後全ての施設について学校並みの施設量削減

を実現することを目標とする考え方がある。 

小学校の床面積の削減率を目標とするならば、現状の 47％に削減することが目標値になり、

また、小学校と中学校を合わせた床面積の削減率を目標とするならば現状の 61％に削減する

ことが目標になると考えられる。 

 

表 5-9 全国平均並みの人口あたり施設量とする場合の施設量目標 

統廃合前 延べ床面積 15,196㎡ 

小学校 統廃合後 延べ床面積 7,106㎡ 

統廃合後／統廃合前 46.8% 

統廃合前 6,613㎡ 

中学校 統廃合後 6,270㎡ 

統廃合後／統廃合前 94.8% 

統廃合前 21,809㎡ 

小学校＋中学校 統廃合後 13,376㎡ 

統廃合後／統廃合前 61.3% 

 

 

(7) 総量削減目標（案）のまとめ 

以上から、①～④の考え方による目標値（案）を整理すると下表のとおりである。 

①及び②を採用し、その近似値である 40％を削減目標として設定する。 

 

表 5-10 考え方別の将来施設量の目標値（対現状比） 

 
将来施設量の目標値（案） 

（対現状比） 
考え方 2020年 2030年 2040年 

① 財政維持 82％ 68％ 62％ 

② 一人あたり施設ストック量を維持 88～90％ 74～77％ 63～65％ 

③ 全国平均の人口あたり施設量へ 22％ 19％ 16％ 

④ 学校統廃合に倣い  47～61％  
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5－2－2  施設の統廃合・新設・更新の考え方 
 

公共施設の総量削減と維持管理コストの縮減に向けて、「施設新設の抑制」「更新時の規模

縮小や複合化」「施設の統廃合」に取り組む。 

「施設新設の抑制」については、原則として施設の新設を行わないこととし、新設にあた

っては同規模以上の既存施設を廃止し、その代替施設として設置することとする。 

また、施設の更新においては、利用実績と将来的な利用数見通しを踏まえ、「適正な施設規

模への縮小」を検討する。また、対象施設単体で検討するのではなく、近隣施設や他の老朽

施設などの機能を取り込み「複合化」することも併せて検討する。 

さらに「施設の統廃合」にあたっては、施設の利用状況、設備の充実度、建物の老朽度、

維持管理費などから多面的に検討し廃止対象施設を抽出する。その上で、施設廃止時の町民

生活への影響や、影響を最小限にするための対応措置、将来のまちづくりとの整合などを踏

まえ総合的に検討し、統廃合の判断を行う。 

 

5－2－3  民間活用の考え方 
 

施設の維持管理に積極的に民間を活用することを基本とし、さらに、類似施設や近接施設

の指定管理を一元化する、管理業務を一括委託するなどで、管理運営経費を効率化する。 

また、公共施設等の更新などに際しては、民間の技術・ノウハウ、資金等を活用すること

が有効な場合もあることから、PPP/PFI の積極的な導入を図る。 

 

PPP：Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた

概念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 

PFI：Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいう。 

 

5－2－4  維持管理・補修、長寿命化の考え方 

 

将来にわたり長く利用する施設について

は、計画的な維持補修や予防保全により長寿

命化を推進し、ライフサイクルコストの低減

を図る。 

改修や更新の時期が重なることで過度な

財政負担が生じないよう、計画的な事業実施

により財政負担の平準化を図る。 

 

 

図 5-6 予防保全による施設の長寿命化イメージ 
（出典：国土交通省ホームページ） 
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5－2－5  施設の点検・診断方針 
 

今後の公共施設等の点検・診断等の実施においては、点検・診断等の履歴を集積・蓄積し、

総合管理計画の見直しに反映し充実を図るとともに、維持管理・修繕・更新を含む老朽化対

策等に活かしていくべきである。 

さらに不特定多数が利用する公共施設については、バリアフリー点検を進め、施設改修時

期を考慮しながら計画的に改善を行う。 

また、避難所など防災上重要な公共施設については、耐震診断を優先的に実施し、適宜耐

震改修を行うことで、日常利用の安全性と災害拠点施設機能の確保を行う。 

 

5－2－6  供用廃止施設に関する方針 
 

民間への売却や施設の用途転用など、施設の有効活用の可能性について検討する。遊休施

設や供用廃止施設の情報をインターネット等で公開し、売却先や施設活用アイデアを募る。 

また、今後とも利用見込みのない公共施設については、倒壊の危険性、近隣居住環境や周

辺景観への影響などから除却の優先順位を決定し、計画的に建物の除却を進める。 
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5－2－7  庁内推進体制の整備等に関する方針 
 

公共施設は、施設類型（公営住宅、学校など）ごとに各部局が所管しており、必ずしも

公共施設等の管理に関する情報が全庁的に共有されていない。 

公共施設の複合化や用途変更など既存の施設類型の枠組みにとらわれない検討が必要で

あることから、各部局を横断する検討組織（プロジェクトチーム）を組織し、公共施設に

関する情報の共有・一元化・定期的更新と、施設管理の進捗状況把握と計画の改善を進め

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 庁内検討体制の組織イメージ 

 

5－2－8  計画の評価と改善の方針 
 

計画を着実に進め、また、状況変化に適切に対応するため、定期的な評価と改善を実施

します。評価においては、施策の進捗と公共施設の状況を把握し、維持管理費の見通しと

人口と財政の見通しなどを再検討し、計画の改善に繋げる。 

計画の見直しと進捗評価については、議会報告と町民への公表（広報誌への掲載・ホー

ムページでの公表）を行い、町民の理解と協力のもと計画の実現に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8 計画の評価と改善（PDCA サイクル） 
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5－3  インフラ施設の基本的な方針 

5－3－1  道路 

小清水町の管理する道路延長は約 500 ㎞におよび全延長にわたる定期的な舗装改修を行う

ことは財政的に困難である。現在と同様に工事費の抑制を図るとして、道路の更新改修にか

かる年間費用は約 4 千万円、2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 16 億円と

なる。 

今後とも、不具合箇所の早期補修や路線の重要度を考慮した計画的な除雪や改修・補修に

より道路維持管理費の縮減を図り、安全な道路機能の確保と維持管理費用の縮減に向けた取

り組みを進めていく。 

 

表 5-11 道路の更新・改修費用の算出結果（実績値に基づく算出）再掲 

40 年累積（2015 年～2054 年） 1,615 百万円 

年平均 40.4 百万円 
 

【不具合箇所の早期発見と補修】 

道路の定期パトロール点検や町民の通報・苦情に密に対応することで、舗装の損傷などの

不具合を早期に発見し、適切な補修を行うことで交通障害の発生や損傷の拡大を防ぐことで、

道路施設の長寿命化を図る。 
 

【路線の重要度を考慮した計画的な道路維持管理】 

道路幅員、交通量や代替路線の有無など総合的な視点で路線の重要度を判断し、除雪など

の道路維持管理費用の計画的な配分を行う。 

 

5－3－2  橋梁 

橋梁の更新（架け替え）・改修にかかる費用は、「小清水町橋梁長寿命化修繕計画」による

と将来 40 年で約 19 億円、年平均では約 4 千 6 百万円との見通しである。 

今後とも、橋梁の長寿命化修繕計画に基づき、定期的な点検と計画的な補修や架け替えを

実施することで、橋梁維持管理費の縮減に向けた取り組みを進めていく。 

 

表 5-12 橋梁の更新・改修費用の整理結果（小清水町橋梁長寿命化修繕計画より） 

40 年累積（2015 年～2054 年） 1,854 百万円 

年平均 46.4 百万円 
 

【定期点検・臨時点検の実施】 

５年に１度の定期点検を実施するとともに、地震、台風、集中豪雨、豪雪など災害が発生

した場合や、その恐れがある場合、また、パトロールにより異常が発見されたときには、臨

時点検を実施することで異常の早期発見に努める。 
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【日常的な維持管理】 

小清水町には未舗装の路線上の橋梁が多く、橋面、排水装置および支承周辺に土砂が堆積

し易い環境にある。土砂の堆積は滞水および凍結融解によって劣化を促進する可能性がある

ため、清掃などの日常管理を適切に実施して橋梁の長寿命化に繋げることが重要である。 
 

【架け替えの検討】 

劣化や損傷が進行した場合、補修よりも架け替えすることが妥当な橋梁もある。補修によ

る延命化の効果・可能性などを検討し、架け替えも含めた橋梁マネジメント計画とする事が

重要である。 

 

5－3－3  上水道 

上水道の更新・改修費用は将来 40 年の合計で約 33 億円（うち小清水地区は約 4 億円）、年

平均で約 8 千 2 百万円との見通しである。 

小清水町では一時期に集中して水道管敷設が行われたため、耐用年数に基づく更新も一時

期集中すること予想される。当面は小清水地区における水道管が耐用年数を迎えるため、小

清水地区を中心に施設更新の優先順位を検討し、効率的な工事実施により、安定した水道水

の供給と維持管理費用の縮減に向けた取り組みを進めていく。 
 

【優先順位検討に基づく計画的・効率的な施設管理】 

まず水道施設の情報（施設の台帳・諸元、点検検査情報、需要情報など）を収集整理し、

これら情報を元に施設の健全度や影響度、耐震化の緊急度、将来の水需要そして事業コスト

等を総合的に分析・検討して優先すべき施設を選定し、適正な規模で計画的に更新・改修を

行う。 

表 5-13 上水道の更新・改修費用の算出結果（工事実績値に基づく算出） 

40 年累積（2015 年～2054 年） 3,292 百万円 

年平均 82.3 百万円 

 

5－3－4  下水道 

小清水町の下水道は農業集落排水事業による集合処理となっている。 

下水道の更新・改修費用は将来 40 年の合計で約 25 億円（うち小清水地区は約 18 億円、浜

小清水地区は約 5 億円、止別地区は約 3 億円）、年平均で約 6 千 3 百万円との見通しである。 

ただし、下水道の整備は比較的近年であるため、更新時期を迎えるのは 2030 年代後半以降

である。将来の更新・改修費用の発生に備え、特別会計において積立を実施するとともに、

将来の人口減少も踏まえた下水道のビジョンを検討する必要がある。 
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表 5-14 地区別の下水道管更新費用（単位：百万円）（再掲） 

 40 年間累積 年平均 

小清水地区 1,782 44.6 

浜小清水地区 478 11.9 

止別地区 276 6.9 

合計 2,535 63.4 

 
 

【下水道ビジョンに基づく計画的・効率的な施設管理】 

人口減少と居住の希薄化に伴い、下水道の維持管理が非効率な地域が発生することが予想

される。下水道施設の情報（施設の台帳・諸元、点検検査情報、需要情報など）を収集整理

し、長期的な視野に基づく下水道ビジョンを検討する必要がある。 

このビジョンに基づき、施設の健全度や影響度、耐震化の緊急度、将来の処理量そして事

業コスト等を総合的に分析・検討しながら、計画的に施設の更新・改修を行う。 
 

【将来に備えた積立実施による下水道事業の健全化】 

将来の更新・改修費用の発生に備え、特別会計において積立を実施するとともに、料金体

系など利用者負担のあり方などを検討し、下水道事業の長期展望に基づく健全化を目指す。 
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5－4  分類別の施設統廃合方針 

5－4－1  基本的な考え方 

 

社人研推計による 2040 年人口は 2010 年と比べおおよそ 40％減の 3,300 人であるが、字別

人口で見ると中心市街地の字小清水以外の減少率はこれを上回る地区が多いことがわかる。

また、人口減少を背景とする財政制約を考慮した場合、現在の公共施設量を維持し続けるこ

とは不可能であることから、私たちの世代が今の便利さや豊かさだけを求めて結論を先送り

することは、次世代に大きな負担を押しつけることになると判断し、総床面積削減の基本的

な考え方を以下のとおりとした。 

今後の人口減少に適切に対処し、コンパクトなまちづくりとし、将来にあっても豊かさと

ゆとりを実感できる、持続可能な地域社会を目指す。また、地方自治の本旨である「住民の

命・財産を守る」責務を果たすため、防災機能の強化を図り安全・安心なまちづくりを目指

すこととする。これを踏まえ、既存公共施設においては、維持（建て替え）、廃止（取り壊し）、

譲渡（民間等譲渡）、複合化のいずれかを選択し、維持（建て替え）を選択した場合には、既

存施設に対して減築若しくは、他の施設との複合化によることを原則として整理を行った。 

検討対象施設については、建築基準法改正前 1986 年（S56)以前に建てられたもの、また、

木造の耐用年数を 40 年、非木造の耐用年数を 50 年と設定し、計画策定最終年次 2040 年時に

耐用年数を超える施設を対象とし、この他、耐用年数に満たない施設においても、現在の利

用状況によって前倒しで廃止するもの、将来の地区別人口及び年齢構成データをもとに施設

ごとの利用者推計を行い、廃止または維持、民間への譲渡とする施設に分類し、譲渡にあっ

ては準備期間を考慮した時期（2030 年と設定）を定めることとして整理を行う。 

2014 年現在における公共施設は、291 棟であるが、これに 2014 年に改築を行ったスクール

バス車庫、2015 年完成予定の特別養護老人ホーム、道立小清水高等学校の閉校後において北

海道から譲渡を受ける予定施設のうち高校教員住宅のみを追加、計 310 棟を対象とする。 
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5－4－2  施設分類別の統廃合方針 

 

(1) 市民文化系 25 棟 

地域の人口減少と利用減少を踏まえ、小清水・浜小清水・止別の３地区の中核的役割を担

う施設へ集約配置を進める。 

また中央公民館については、役場庁舎との複合化により、床面積を削減しながらワンスト

ップサービスを実現することで、効率的な施設利用を図る。 

 

表 5-15 市民文化系施設の方針 

廃止すべき施設 

（20 棟） 

維持すべき施設 

（3 棟） 

複合化すべき施設 

（2 棟） 

21 交流館、神浦住民センターゲートボール休憩

舎、中斗美老人憩いの家休憩舎、南団地木もれ

日広場 A 棟、B 棟、浜小清水公民館物置、旧小

松田住宅、 

桜ヶ丘団地集会所、緑ヶ丘団地集会所、旭野住

民センター、共和上徳住民センター、若 木団

地高齢者生活相談所、小清水団地集会所、神浦

住民センター、水上住民センター、 泉住民セ

ンター、中斗美住民センター、砥草原住民セン

ター、南団地集会所、美和住民センター 

コミュニティプラザ、止

別公民館、浜小清水公民

館 

多目的研修集会施設、

中央公民館（役場庁舎

との複合化により、そ

れぞれ 40％減築） 

 

 

(2) 社会教育系 2 棟 

施設の老朽化が進んでいる石倉倉庫は廃止し、現在資料館として使用している旧旭野小学

校は機能に見合った施設規模とするため改築時に減築しながら施設は維持していく。 

 

表 5-16 社会教育系施設の方針 

廃止すべき施設（1 棟） 維持すべき施設（1 棟） 

石倉倉庫 旧旭野小学校（現資料館）・・・改築時 60％減築 
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(3) スポーツ・観光系 36 棟 

利用が少ない施設や老朽化が進んでいる施設について、近隣施設での機能代替等を図りな

がら施設の廃止を進める。 

表 5-17 スポーツ・観光系施設の方針 

廃止すべき施設 

（20 棟） 

民間等へ譲渡

する施設（ 3

棟） 

維持すべき施設

（5 棟） 

簡易構築物へ

の変更（2 棟） 

将来更新時に

廃止（6 棟）

ハイランド小清水（キャンプ

場含む全施設 8 棟）、ふれあい

アリーナ、フレトイ展望台、

原生花園管理人詰所、原生花

園展望牧舎、 

止別駅前公園公衆便所、農業

者トレーニングセンター物

置、浜小清水キャンプ場（管

理人室等 3 棟）、武道館、武道

館弓道屋場、※農業者トレー

ニングセンター（代替施設と

して小・中校舎屋体を利用可

能） 

パークゴルフ

場（事務所、

休憩所、公衆

便所の 3 棟） 

町民プール（児

童の体力向上、

利用頻度を考慮

のうえ維持する

が、改築時 40％

減築） 

ふれあいセンタ

ー、原生花園ロ

グハウス駅、原

生花園インフ

ォ、リリーパー

クトイレ 

多目的運動管

理棟、町民ス

キー場休憩ロ

ッジ 

町 営 野 球 場

（管理棟他 6

棟） 

 

(4) 産業系 3 棟 

活性化センター（道の駅）は町の観光と町民活動の拠点として維持する。現在無償貸付し

ている農業資材保管施設は民間へ譲渡する。 

 

表 5-18 産業系施設の方針 

民間等へ譲渡する施設（1 棟） 維持すべき施設（2 棟） 

農業資材保管施設 活性化センター、活性化センター物置 

 

(5) 学校教育系 12 棟 

町内６小学校を再編して 2012 年に新たな小清水小学校が建設され、中学校も 2012 年に全

面改築している。小学校・中学校の各一校体制を維持するなかで、老朽化している小規模な

建築物については廃止や簡易化することで効率化を図る。 

 

表 5-19 学校教育系施設の方針 

廃止すべき施設（1 棟） 維持すべき施設（10 棟） 簡易構築物への変更（1 棟） 

中学校グラウンドトイレ 小学校、中学校校舎など 10 棟 小学校物置 
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(6) 子育て支援 3 棟 

施設利用の現状を踏まえ、利用の少ない施設の廃止を進め、維持施設についても改築時の

減築により施設規模の縮小を図る。 

 

表 5-20 子育て支援施設の方針 

廃止すべき施設（2 棟） 維持すべき施設（1 棟） 

0 歳児保育施設、止別へき地保育所 小清水保育所（改築にあっては、小学校体育館の

利用を考慮し 40％減築） 

 

(7) 保健福祉 3 棟 

多くの入居希望者が待機している「愛寿苑」については、2015 年に完成する新施設で、い

っそうの高齢者福祉サービス提供を進める。現在、指定管理としている高齢者生活福祉セン

ターについては、民間等へ委譲することとする。 

 

表 5-21 保健福祉施設の方針 

廃止すべき施設 

（1 棟） 

民間等へ譲渡する施設 

（1 棟） 

維持すべき施設 

（1 棟） 

愛寿苑（2015 年取り壊し予定） 高齢者生活福祉センター 新愛寿苑（2015 年完成予定）

 

(8) 行政系 15 棟 

車庫・書庫・倉庫など点在している施設の廃止を進めるとともに、止別出張所については

他施設への機能移転等を検討した上で施設廃止を進める。 

また役場庁舎については、中央公民館との複合化により、床面積を削減しながらワンスト

ップサービスを実現することで、効率的な施設利用を図る。 

 

表 5-22 行政系施設の方針 

廃止すべき施設 

（10 棟） 

民間等へ譲渡する施設（2

棟） 

維持すべき施設 

（2 棟） 

複合化を図るべき

施設（1 棟） 

止別出張所、 

倉庫（旧橘所有）、 

止別建設車両車庫（D 型）、 

旧網走土現倉庫、 

建設機械車庫 NO1、 

建設機械車庫 NO2、 

公用車車庫 NO2、 

公用車車庫 NO3、 

書庫、 

旧教育委員会庁舎 

第２分団庁舎及び車庫、

第３分団庁舎及び車庫 

（庁舎については不要、

止別及び浜小清水公民館

敷地内に車庫のみ建設と

する） 

スクールバス車庫、

止別建設車庫 

役場庁舎 

（中央公民館、多目

的研修集会施設と

複合化し 40％減築）

 

  



 

 95

 

(9) 公営住宅 84 棟 

人口減少傾向が進むなか、居住地域のコンパクト化を進めるために、郊外部の公営住宅を

廃止し、中心部への居住移転を促す。 

表 5-23 公営住宅の方針 

廃止すべき施設（54 棟） 維持すべき施設（30 棟） 

地域特別賃貸住宅（中斗美 6 棟、旭野 5 棟、7

区川東 2 棟、桜ヶ丘 4 棟、美和 1 棟、止別 4 棟）

はまなす団地 2 棟、桜ヶ丘団地 14 棟、 

新止別団地 3 棟、新浜小清水団地 4 棟、 

緑が丘団地 9 棟 

若木団地 4 棟、小清水団地 14 棟、 

新止別団地 4 棟、新浜小清水団地 4 棟、 

南団地 4 棟 

 

 

(10) 公園 4 棟 

施設利用の現状を踏まえ、利用の少ない施設の廃止を進める。 

 

表 5-24 公園施設の方針 

廃止すべき施設（2 棟） 維持すべき施設（2 棟） 

止別駅前公園屋外ステージ、 

浜小清水農村公園公衆便所 

百年記念公園高齢者用便所、 

役場庁舎前公衆便所 

 

 

(11) 供給処理 4 棟 

既に使用されていない旧施設の廃止を進める。 

 

表 5-25 供給処理施設の方針 

廃止すべき施設（2 棟） 維持すべき施設（2 棟） 

旧ごみ処理場円形ハウス、旧ごみ処理場作業員

休憩舎 

廃棄物処分場処分施設、 

廃棄物処分場倉庫 
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(12) その他 102 棟 

葬斎場、交通ターミナル、教員住宅の一部については維持し、それら以外については施設

廃止や民間譲渡・用途変更・簡易化を進める。 

 

表 5-26 その他施設の方針 

廃止すべき施設（67 棟） 維持すべき施設（24 棟） 

小清水小学校教員住宅 18 号、 

旧歯科診療所、 

魚菜卸売センター、 

中学校職員住宅 3 棟、 

上徳牧場看視舎、 

町営牧場農具庫、 

職員住宅 29 棟 

美和牧場監視人詰所、 

旧旭野へき地保育所、 

旭野へき地保育所物置、 

高校教員住宅 8 棟 

中斗美小学校校舎、 

旧各小学校施設 18 棟 

葬斎場、 

交通ターミナル（改築時は 40％の減築） 

小学校教員住宅 2 棟、 

中学校教員住宅 10 棟、 

高校教員住宅 10 棟、 

 

 

民間等へ譲渡する施設 

（7 棟） 

他の用途への変更（3 棟） 簡易構築物への変更

（1 棟） 

町営牧場ゆう水処理施設、町営

牧場フリーバーン牛舎 3 棟、町

営牧場場長住宅、 

町営牧場管理棟、町営牧場飼料

倉庫 

中斗美小学校屋内体育館、

給食室、渡り廊下（リサイ

クルセンターへ変更） 

庁舎前バス待合所 

 

 

(13) 上水道・下水道 17 棟 

上下水道施設については、町民生活と産業活動に必要不可欠であることから、現行施設は

全て維持することを現時点では想定する。 

今後、上下水道事業の計画検討において、建物設備・機械設備・管路を総合的に最適化す

ることが求められる。 
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5－4－3  床面積削減量の見通し 

前述の廃止すべき施設については建物の耐用年数を迎えた時点で供用廃止し、民間等へ譲

渡する施設については受け入れ側の準備体制など対応可能な期間を考慮して設定することと

して、将来における床面積量を試算した。 

その結果、2040 年に対現状比 60.6％（39.4％削減）となり、40％削減目標を概ね満たすこ

ととなる。 

なお、下図は施設面積の推移と人口推移を比較したものである。2029 年までは人口減少に

比べ床面積削減割合が緩やかに推移するが、これは住民センター等において現在の利用者に

配慮し、また受け入れ側の準備態勢を考慮して、譲渡年を 2030 年に設定したためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 延べ床面積の推移見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 延べ床面積の推移と人口推移の見通し比較 
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図 5-11 将来更新費の比較 

（現有施設を全て更新する場合と統廃合を実施した場合） 
（総務省方式、建て替え周期 50 年・中間年改修無し） 
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【現有施設を全て維持する場合】 

（図 4-2から再掲） 

40年合計：約 193億円 

年平均：約 4億 8千万円 

統廃合等を実施した場合 

40年合計：約 140億円 

年平均：約 3億 5千万円 

（73％に縮減） 
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表 5-27 年次別の廃止予定施設・建物リスト 

実施年 廃止対象施設・建物の名称 

2015 

～2020 年 

小清水小学校教員住宅（１８号）、石倉倉庫、旧歯科診療所、魚菜卸売センター、桜ヶ丘

団地（第１種１５号棟、第１種１９号棟、第１種２２号棟、第１種２３号棟、第１種２

４号棟、第１種２５号棟、第２種１１号棟、第２種１６号棟、第２種１７号棟、第２種

２０号棟、第２種２１号棟、第２種２６号棟、低家賃２７号棟、低家賃２８号棟）、止別

へき地保育所、地域特別賃貸住宅_止別２号棟、自治会貸付建物_旧小松田住宅、小清水

町立保育所_０歳児保育施設、上徳牧場_看視舎、職員住宅（２号）、職員住宅（３４号）、

職員住宅（３号）、職員住宅（４１号）、職員住宅（４２号）、倉庫、車庫_倉庫（旧橘所

有）、倉庫、車庫_建設機械車庫 NO1、地域特別賃貸住宅 _美和１号棟、美和牧場_監視人

詰所、桜ヶ丘団地集会所、小清水中学校教職員住宅（２１号）、職員住宅（４５号、４６

号、４７号、４９号、５０号）自治会貸付建物_緑ヶ丘団地集会所、緑ヶ丘団地（１号棟、

２号棟、３号棟、４号棟、５号棟、６号棟、７号棟、８号棟、９号棟） 

2021 

～2025 年 

小清水中学校教職員住宅（校長）、職員住宅（５１号、５２号、５３号、５４、５５号、

５６、５７号）、中斗美小学校_物置、地域特別賃貸住宅_中斗美３号棟、はまなす団地（第

１種１号棟、第２種２号棟）、旧教育委員会庁舎、町営牧場（舎飼施設）_農具庫、止別

建設車輌車庫（Ｄ型）、旧網走土現倉庫、浜小清水農村公園_公衆便所、武道館（弓道矢

場、武道館）、旧旭野へき地保育所 

2026 

～2030 年 

地域特別賃貸住宅_止別４号棟、職員住宅（５８，５９号、５号、６３号、６４号、６５

号）、建設機械車庫 NO2、公用車車庫 NO2、農業者トレーニングセンター_車庫、地域特別

賃貸住宅_旭野５号棟、愛寿苑、地域特別賃貸住宅_旭野４号棟、地域特別賃貸住宅_中斗

美５号棟、浜小清水キャンプ場_管理人室、廃棄物処理場_倉庫、旭野住民センター、共

和・上徳住民センター_共和住民センター、若木団地_高齢者生活相談所、小清水団地_

集会所、神浦住民センター、水上住民センター、泉住民センター、地域特別賃貸住宅_7

区川東 1 号棟、7 区川東 2 号棟、地域特別賃貸住宅_桜ヶ丘（1 号棟、2 号棟、3 号棟、4

号棟）、第２分団庁舎兼車庫、第３分団庁舎兼車庫、中斗美住民センター、地域特別賃貸

住宅_中斗美４号棟、砥草原住民センター、南団地_集会所、美和住民センター、 

2031 

～2035 年 

地域特別賃貸住宅_旭野３号棟、地域特別賃貸住宅_止別３号棟、職員住宅（６６号、６

７号、６８号、６９号、６号、７０号、７５号、７６号、７号）、中学校_グラウンドト

イレ、地域特別賃貸住宅_旭野２号棟、止別出張所、地域特別賃貸住宅_中斗美６号棟、

農業者トレーニングセンター、旭野へき地保健福祉館_物置№2、地域特別賃貸住宅_止別

１号棟、地域特別賃貸住宅_旭野１号棟、小清水中学校教職員住宅（教頭）、ハイランド

小清水７２５（レストハウス、物品庫）、ハイランド小清水キャンプ場（バンガローＡ、

Ｂ、Ｃ、公衆便所、体験交流センター）、原生花園施設_展望牧舎、止別駅前公園_公衆便

所 

2036 

～2040 年 

地域特別賃貸住宅_中斗美（１号棟、２号棟）、止別駅前公園_屋外ステージ、ハイランド

小清水７２５_併設便所、フレトイ展望台、新浜小清水団地（Ａ棟、Ｂ棟、Ｃ棟、Ｄ棟）、

廃棄物処理場_処分施設、２１交流館、ふれあいアリーナ、原生花園施設_管理人詰所、

新止別団地（Ａ棟、Ｂ棟、Ｃ棟）、神浦住民センター_ゲートボール休憩舎、公用車車庫

NO3、書庫（小清水 628-1）、中斗美小学校_校舎、中斗美老人憩いの家_休憩舎、南団地_

木もれ日広場（Ａ棟、Ｂ棟）、浜小清水キャンプ場（公衆便所、水飲み場）、浜小清水公

民館_物置、旧小清水小学校（校舎、体育館、給食センター、他）、旧旭野小学校（体育

館、他）、旧北陽小学校（校舎、体育館、他）、旧止別小学校（校舎、他）、旧水上小学校

（校舎、体育館、他）、旧小清水中学校（校舎、体育館、他）、小清水高校教員住宅 
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表 5-28 年次別の移管予定施設・建物リスト 

実施年 移管対象施設・建物の名称 

2015～2020 年 町営牧場（舎飼施設）_場長住宅 

2021～2025 年 － 

2026～2030 年 パークゴルフ場（休憩所、公衆便所、事務所）、町営牧場_ゆう水処理施設、

高齢者生活福祉センター、町営牧場（フリーバーン牛舎Ａ、Ｂ、Ｃ、管理棟、

飼料倉庫）、農業資材保管施設－ 

2031～2035 年 － 

2036～2040 年 － 

 

表 5-29 年次別の簡易化予定施設・建物リスト 

実施年 簡易化対象施設・建物の名称 

2015～2020 年 町民スキー場_休憩ロッジ 

2021～2025 年 多目的運動場_管理棟 

2026～2030 年 庁舎前バス待合所 

2031～2035 年 小学校_物置 

2036～2040 年 － 

 

表 5-30 年次別の減築等予定施設・建物リスト 

実施年 減築等対象施設・建物の名称 

2015～2020 年 役場庁舎、中央公民館、小清水町立保育所 

2021～2025 年 － 

2026～2030 年 － 

2031～2035 年 多目的研修集会施設 

2036～2040 年 旭野小学校_校舎、交通ターミナル、町民プール 
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【参考】住民一人当たりの公共施設保有面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

人 口 （人） 7,347 6,758 6,422 6,126 5,753 5,358 5,010 4,675 4,333 3,989 3,659 3,335

建 物 延
面 積

（㎡） 58,204 62,682 74,868 80,727 79,625 83,397 81,946 78,054 75,499 63,587 59,189 52,686

１人当たり
延 面 積

（㎡） 7.92 9.28 11.66 13.18 13.84 15.56 16.36 16.70 17.42 15.94 16.18 15.80

　人口（人）確定値

　人口（人）推計値

　建物延面積（㎡）確定値

　建物延面積（㎡）推計値

　１人あたりの延面積（㎡）確定値

　１人あたりの延面積（㎡）推計値

※資料

【 人 口 】

【建物延面積】

（確定値）1985年～2010年：国勢調査人口確定値、（予測値）2015年～2039年：国立社会保障・人口問題研究所推計

（確定値）1985年～2010年：小清水町決算書、（予測値）2015年～2039年：公共施設総量削減目標

確定値 推計値
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5－4－4  まとめ 

(1) 民間等へ譲渡する施設 

官民分担の適正化を図り、町民サービスの向上を目的として民間等へ譲渡する施設を選定

した。これについては、将来にわたり町による更新は行わない。 

 

(2) 住宅環境についての整理 

小学校及び中学校教員住宅に入居している教員については、北海道から譲渡を受ける予定

の高校教員住宅へ順次入居替えを行うこととし、空室となる小・中教員住宅については、I

ターン、U ターン希望者等への移住対策のほか、町民の住居確保等の観点から地域特別賃貸

住宅等へ用途替えを行うものとする。町職員住宅については廃止し、この代替施設の更新は

行わない。 

 

(3) 複合化施設への検討 

将来にわたり住民が真に必要となる社会的インフラである防災拠点及び避難場所として耐

震基準に満たない中央公民館及び役場庁舎の更新を図ることとし、財政状況及び建築価格の

動向を見ながらできるだけ早期に着手する。なお、役場庁舎単独での更新は行わず中央公民

館機能を有する複合施設とし、防災拠点機能に町民全体のコミュニティ機能を盛り込み、最

小限度（ここでは現行施設の 60％を限度に設定）まで面積を削減した施設とする。なお、建

築場所については現庁舎西側とする。 

 

(4) 各住民センター、集会所の廃止 

各地域の住民センター、公営住宅集会所については廃止、地域コミュニティーの維持及び

災害時における避難場所の確保から、中央公民館については庁舎と複合施設として更新し、

引き続き町が維持・管理する。なお、止別公民館及び浜小清水公民館については、海岸沿い

にあることから、地域住民の避難所としての利用のほか、コミュニティー活動の拠点として

町が維持する。また、利用者の利便性を考慮し、スクールバスを活用したコミュニティバス

の運行のほか、福祉タクシー等の現行施策を拡充した市街地へのアクセス確保を行うものと

する。 

 

(5) ふれあいセンターの機能増進について 

検診ルームの移転に伴い、この空きスペースにレストラン部門を配置し利用客の利便性確

保を図る。現レストラン箇所は、集会室及びカラオケルームへ改装。また、現状では利用頻

度が少ない 2 階和室を廃止し、このスペースに客室を設けることとするが、増築は行わない

こととする。 
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(6) 計画の見直しについて 

既に再編を終え改築済みの小学校及び中学校校舎については、今後、児童・生徒数の推移

を見ながら、多様なコミュニティ拠点の活用も検討するほか、本計画で存続としている施設

においても、更新を行う時点での住民ニーズを考慮し見直しを行うこととする。 
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5－5  中心拠点施設の統合再生 

(1) 対策の必要性 

町の中心拠点施設である「役場庁舎」と「中央公民館」はいずれも建築から約 50 年が経過

し、外壁のひび割れなどが見られるほか、コンクリートの中性化による鉄筋の腐食が内部で

進行している可能性が極めて高い。また、現在の耐震基準を満たしておらず、特に役場庁舎

については柱間隔が広く、強度が低い構造となっていることから、防災拠点である役場庁舎

と、避難所である中央公民館が脆弱な状態にある現状は、住民の生命と財産を守る地方自治

の本旨に照らせば由々しき問題であり、安全安心な防災拠点の形成にむけて、早急な施設更

新を図るべきと考える。 

また、町有集会施設のうち最も規模の大きい「多目的研修集会施設（愛ホール）」について

も、将来的には人口減少に見合った施設規模とするため、「中央公民館」との機能統合を検討

する必要がある。 

そこで、公共施設の総量削減と安全・安心な公共サービスの提供を両立するため、「役場庁

舎」と「中央公民館」を一体的に建て替えることとし、上記の問題点を早急に解決すべく、

その年次を 2015 年から 2020 年の間に更新を図るべきとする。 

また、整備にあたっては、町民優先の発想のもと現庁舎で採用した常設議場を設けず会議

室との兼用とした手法を引き続き用いることと併せ、一体整備により共用部分の面積縮減や

建設費とランニングコストの縮減を図り、将来的には「多目的研修集会施設（愛ホール）」の

機能を取り込んで、ワンストップサービスを提供する利便性の高い中心拠点施設として再生

することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-12 中心拠点施設の統合再生の必要性 

  

役場庁舎

多目的研修集会施設

1962年建築
・内外装は改修したが
躯体は古いまま。

構造劣化 耐震性 構造・施設

の劣化

中央公民館

1965年建築
・改修無し。

耐震性

中心拠点施設の統合再生

・ 安全・安心な防災拠点の形成
・一体整備によるランニングコスト削減
・ワンストップサービスの提供

人口減少と利用の変化に合わせて、
将来的に機能統合
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(2) 統合再生プラン 

中心拠点施設（役場・公民館複合庁舎）の整備にあたっては、既存施設を利用しながらの

建て替え工事実施を前提にプランを提案する。 

計画地は町の中心地としての役割を担っている現役場庁舎エリアとし、施設の概要は以下

の通りである。 

 

表 5-31 中心拠点施設（役場・公民館複合庁舎）の概要 

敷地面積 約 28,520 ㎡  

延べ床面積 約 2,700 ㎡  

＜２Ｆ＞ 約 1,150 ㎡ 大ホール等の吹抜け約 200 ㎡を想定 

＜１Ｆ＞ 約 1,550 ㎡  

階数 ２階建て  

機能別床面積 約 28,520 ㎡  

＜庁舎機能※＞ 約 1,600 ㎡ 
利用状況を踏まえ現状同等規模、 

書庫等 200 ㎡を含む 

＜公民館機能＞ 約 1,100 ㎡ 将来的に愛ホールの機能を含める 

合計 約 2,700 ㎡  

※庁舎機能に議場（会議室と兼用）を含む。 

 

表 5-32 （参考）既存施設の床面積 

既存施設 床面積 

役場庁舎（増築分を含む） 1,399 ㎡ 

旧教育委員会書庫  230 ㎡ 

中央公民館 1,084 ㎡ 

多目的研修集会施設（愛ホール） 2,062 ㎡ 

上記の合計 4,775 ㎡ 

 

表 5-33 概算事業費 

役場庁舎と中央公民館を 

一体的に整備した場合 

（参考） 

役場庁舎と中央公民館を 

別々に整備した場合 

 

1,100 百万円 

（うち建築 770 百万円） 

（うち設備 330 百万円） 

 

1,270 百万円 

（うち建築 889 百万円） 

（うち設備 381 百万円） 

注：附帯工事等（車庫・外構・設計監理・解体費等）は含まない 
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中心拠点施設（役場・公民館複合庁舎）の整備イメージと施設配置プランを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 整備イメージ図 
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図 5-14 整備プラン（案） 
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図 5-15 （参考）現況施設配置図  
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6  おわりに 
 

本計画の策定にあたっては、町有公共施設の適正な管理と再配置について包括的な議論と

検討検討を行うため、横断的な検討組織として「小清水町まちづくり基本構想策定委員会」

を組織した。 

委員会構成員は庁内各課から１名以上の参加を基本とし、その年齢構成については、当構

想の趣旨を鑑み課長職から責任世代である係長職・係員までが参加する構成とした。 

また、専門的な見識を有する北海道大学大学院の石井吉春教授をアドバイザーに迎え、平

成 26 年度中に 6 回の委員会を開催し、本計画を取りまとめたところである。 

 

表 6-1 小清水町まちづくり基本構想策定委員会委員名簿 

 氏名 所属 職名 備考 

委員 

平山 孝紀 総務課職員厚生係 係長  

組野 麻記 町民生活課町民係 係長  

鼻田 純人 町民生活課税務係 主事  

鈴木 祐之 保健福祉課 課長  

坂田 真希 保健福祉課健康推進係 係長 保健師 

窪田 浩子 保健福祉課福祉係 主任  

佐藤 大吉 子育て支援課こども支援係 主任 保育士 

細川 正彦 産業課農業振興係 係長  

服部 隆文 建設課 課長  

西川 豊人 建設課建設係 主任 建築士 

加藤 友幸 出納室 室長  

瀧口 顕 教育委員会 生涯学習課 課長  

松本 崇文 総務課総務係 主事 公募 

アドバイザー 石井 吉春 北海道大学公共政策大学院 教授 外部識見 

事務局 

金原 武浩 企画財政課 課長  

石丸 寛之 企画財政課企画財政係 係長  

加藤 裕司 企画財政課企画財政係 主事  

 


